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減反政策下における北海道稲作農民の分解とその性格

鈴木敏正
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はじめに

本稿の課題は，米の減反政策下，すなわち1970年以降における北海道稲作農民の分解の形態変

化とその諸要菌について，もっぱら北海道の稲作農家ないし稲作地帯に関する統計的分析によっ

て確認できる範囲において整理しておくと乙ろある。

筆者はこれまで農民教育論における「分解論的視点Jの必要性を強調してきたのであるが1)

そうした視点にたって実証的研究を進めてい乙うとする際に，まず明らかにしておく必要がある

のは，研究対象地域における農民分解の動向とその現段階的性格であろう。実証的研究を地域実

態讃査によってお ζなう場合，その地域の基本単位は「集落jとなろうが，その選択は，さしあ

たっては臼本全体にまで及ぶより広い f地域jにおける農民分解の全体的動向の中で位震づけら

れてはじめて意味をもっ乙とは言うまでもない。

しかし，われわれがこ乙で北海道稲作農民の分解について検討しようとするのは，単に，われ

われが実態調査の対象とすることの多いフィールドを，より広い地域における農民分解の動向の

中で特徴づけるための作業として便宜的に考えているからではなくて，その分析自体が独自の意

味をもっているからである。いま，分解論的視点からの農民教育論における研究対象としての北

海道農民の意義については措いて，農民分解論そのものからみても次のような乙とが言えるだろ

う。第111:， 1970年代以降における日本農民の急激な分解をもたらした最大の要困の一つが米の生

産調整政策(減皮政策)であるが，減茂政策の影響が最も厳しくあらわれ，農民の分解が最も激

しかったのが北海道であることは周知のとおりである。第2に，それにもかかわらず， 1970年以
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降の北海道における農民分解の性格を論じた研究はごく盟られたものとなっており，とくに農民

分解の動向を統計的分析によって体系的に整理したものが見あたらないという乙とである九

もちろん，地域的にも農業経営的にも酪業的農業としての分化と専門化が進践している今日，

北海道全体を対象とした統計的分析は大きな騒界をもたざるをえない。北海道の場合，少くとも

稲作農家，畑作農家，酪農家は区別して分析されなければならないだろうし，同じ稲作農家でも

地域的差異がかなりみられる乙とを考慮するならば，いくつかの地域区分が前提となるのであろ

う川本稿では米の減反反政策の影響を最も直接的にうけている稲作農家をとりあげているが，

北海道穏作の地域的差異については捨象している。しかし， ζ乙であえて北海道全体の稲作農家

を対象として，その階層変動を分析しようとするのは，次のような乙とを考慮したからである。

すなわち，第 1，にとりわけ稲作農民の場合，その地域的差異はあれ，食管制度とその下での一

定の米価水準を前提とした競争関係が常に存在するという乙とである。もちろん， r一律減反J
と嘗われながらも，米の減反政策l土地域的格差をもって展開され，それは高率減反がおしつけら

れた北海道においてとくに激しいのであるが，乙うした中で米の生震をめぐる池域間・農民間の

競争関係はますます激化しているのである。乙 ζに北海道全体としての稲作農民の分解の動向と

その性格を改めて間わなければならなくなってきている理由があると言えよう。

第2，ζ，北海道における稲作をめぐる農民分解の動向については，それ自体が問題意識として

とりあげられ，充分な分析がなされているという状態にはないという乙とがあげられる。もちろ

ん，稲作地帯における農民各層の動向にふれている個郎事例的な調変報告はあるし，農民分解が

「農民のあいだでの経済的矛居の総体jである限り，農民分解の動向のある側面にふれた研究も

多い。そして，そうした研究の積み重ねをぬきに農民分解の具体的把握ができないζとも確かで

ある。しかし，北海道全体の稲作農民の分解の性格の検討をぬきにして，稲作の地域的分化や，

各々の地域での稲作農民の分解の特徴を論ずる乙とはできないし，農民分解の個々の関商，個々

の側面の具体的分析も位置づけることはできないであろう。もちろん，その様に，実態調査で把

握しうる事実資料の豊かさに比べて，統計が把える事実のー弱性，事実そのものを正確に反映し

ない場合も多いという「歪みjなど，宮庁統計そのもののもつ限界は充分にふまえられるべきで

はあるが。

以上の乙とを念頭において減反政策下における北海道稲作農民の分解を統計的に分析してい乙

うとする場合，次のような点が検討されなければならないだろう。まず第 1Iと，減反政策下の稲

作農民の分解を検討する前提として，必要な隈りにおいて，誠反政策以前における北海道稲作農

民の動向，とりわけ減反政策開始直前における農民分解の到達段階を整理しておく必要があろう。

本稿では乙れを Iにおいてとりあげ，とりわけ北海道において激しい分解過程がみられたとされ

る1960年代の動向の特徴にふれながら，その70年段階における到達点については，都府県の代表

的稲作域帯をもっ東北および北陸と比較・対照させつつ，北海道稲作農民の階層的特質を整理

しておく乙とにする。

第2，とふまえておくべき乙とは，時期区分の問題である。一口に減反政策下の農民分解と言って

も，その中のいずれの時期をとるかによって分解の形態も内容も異なる。乙の点を無視して農民

分解の一般的傾向を論じようとすると乙ろに，従来の農民分解論iとおける混乱ないし問題点の一

つがあるのであるが4) 稲作農家経済の変化からみるならば，①いわゆる農基法農政下においてピ

ークぞなす1967年から，総合農政下に入り，減反政策が開始され，冷害と重なってボトムとなる71

年までの持期， @72年からの減皮政策の綾和の中で，その後のピークをなす70年代半ばまでの時期，
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③再び米の過剰問題が激化し，第2次減反政策(水田利用再編対策)が展開され，連続冷害が加重

されて稲作農家経済が最も大きな困難にさらされている最近の時期が，最低限区分されて検討す

べきであろう 5)。もちろん，たとえば5年ごとに行われている「農業センサスJのように，必ず

しも ζのような時期区分にそって分析する乙とはできない場合が多いが，その場合も上記の時期

産分を念頭におく乙ととする。

第3，ζ，階層誌分の視点が問題とされなければならないだろう。農民の階層規定については従

来さまざまな議論がなされ， 1960年代後半以降の臼本農民については吉典的規定とは巽なる暗層

規定を必要とするといった主強もなされてきたことは周知のとおりである。いまそれらについて

検討する余裕はないがの，筆者は戦後日本農民，とりわけ北海道農民については，古典的規定の

ーっとしての貧農・中農・富農区分(し、わゆるレーニン規定)が可能であるし，また有効である

と考えている。その必要性は，単にこの規定の理論的意義のみだけではなく，北海道においては，

後述するように，一方における輩農濁に対して，富農も腐として形成されているということから

も首肯されよう。具体的な統計分析としては，家族員の就業状態をふまえた雇用・被雇用関係を

中心に，農家経済の状態としては「農業所得による家計費充足率」を叢要な指標として階層思分

をしていく乙とになるだろう。乙の点については，時期区分上必要となる北海道稲作と稲作農家

経済の変化とあわせて， II において検討する。

第4，乙，減反政策下における異体的な階層変動の分析が必要である乙とは言うまでもない。乙

こでは，上述の時期区分を念競におきながら分解形態の変化を問題にするが，単に結果として示

された階層変化だけでなく，階層賠移動の検討，さらに稲の収穫・作付規模による階層変動だけ

でなく経営総織の変化についても吟味しておかねばならないだろう。乙れらはmにおいて検討さ
れる。

第51<:，以上のような稲作農家経済の変化と階層変動をもたらした要因が検討されなければなら

ないだろう。そ乙では，稲作業農家経済の暗層的差異，とりわけ農業経営の経済的成果の階層間

格差，それらに対する各層の経済的対応の違いなどが検討されなければならないだろう。乙の点

については，とくに第2次減皮政策下の動向に焦点をあわせて， Nにおいてとりあげる。

第6，ζ，第2次減反政策下における稲作農家各局の対応については，さらに次のような点がよ

り具体的に検討されなければならないであろう。すなわち，まず水田利用再編対策への対応であ

り，それは経営組織のあり方と土地利用の変化に反映しているであろう。次に，そのような土地

利用の変化のいきつく先としての土地移動の動向であり，農地の売買・貸措の実態とその規定菱

沼が明らかにされる必要がある。農家の就業状態の変化については，構造的不況下における労働

市場の変動を前揖として，とりわけ稲作の機械化にあらわれる生産力水準の変化への対応とあわ

せて検討されるべきであろう。さらに，稲作農家の対応としては，単に個別的な対応、だけではな

く，生産組織や実行組合などによる集匝的対応の現段階的特徴についても検討しておかなければ

ならない。乙の点についての統計的分析には，資料の制約上，大きな限界があるが，個別的対応

やその技術的・経済的成果に関する指標iとみられる一定の傾向からすぐさま農民分解の動向につ

いての結論を下してしまうのは短絡的で，とりわけ北海道においては集団的補先のあり方の変化

について最低限ふれておく必要がある。

およそ以上のような穏作農家各層の対応をVにおいて検討する乙とによって，減皮政策下にお

ける稲作農民謡階層の動向とその性格についての一定の総括をする乙とが許されるであろう 7)。

3 
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i主

1)乙の照題提起は， 1982年度日本社会教育学会個別報告「農民教脊論における分解論的視点の提起jとし

てお乙なった。その内容の一部は，拙稿「農民教育・学著書の主基礎構造JC笑土路達雄編著『農民教育論』

あゆみ出版， 1984)，および拙稿「分解論的視点からみた農民教育論の課題Jcr日本社会教育学会年報
第28集〔生活構造の変容と社会教育lJ，東洋館出版社， 1984)を参照されたい。

2)主1<:1960年代までの北海道を対象とした農民分解論については， t出稿「戦後北海道における農民分解論
の展開JC湯沢誠編目ヒ海道農業論J，日本経済評論社， 1984)を参照されたい。なお，乙ζで70年代以

終の北海道を対象とした農民分解論の展開がほとんどみられないというのは，北海道農業の動向を「農

民分解論Jとして直接的に分析したものがないという意味であって，道内の各地域で積み重ねられてき

た偲々の実態調査の中に実質的に農民分解の動向を扱っているものが数多くあるととを無視しているわ

けではない。また，乙 ζで分析方法としてとりあけ‘る統計分析についても，北海道独自のものではない

が，会関的動向の中で北海道にもふれている研究があるととももちろんである。たとえば，日本農業の

地帯構成の中に北海道裂を位置づけるべきととを強調してし、る保志拘『戦後日本資本主義と農業危機の構造』

(御茶の水書房， 1975)や，最近における8本農業の統計的分析の代表例としての磯辺・窪谷編『日本

農業の構造分析JC農林統計協会， 1982)などを参照。

3)北海滋稲作における地域的愛巽については，減反政策開始直前の資料の分析をした，北海道農業試験場

農業経営部円七海道における稲作の地域跨室長異JC同試験場， 1972)や， 1980年「農業センサスjの分

析によって， 6つの稲作地域の構造的変化を分析した，榔村俊介・宮田喜代志「北海道稲作地帯の構造

変化iζ関する統計約概観JC北大農業経営学教室『農業経営研究J第9号， 1983)などを参照。また，
ζの地域的差異をふまえた北海道穏作についての集団的研究の成果が，北話華道農業研究会『生産調繋下

の北海道稲作J(f湾研究会円七海道農業』別問， 1983)のようなかたちであらわれつつあるζとも法包

される。

4)ζの点，拙稿「戦後自作農体寄せの『崩壊』をめぐってJcr.燈史評論』第333，339， 342号， 1978)を参，照
されたい。

5) 1980年代の水田利用再編第2期対策以降については，おそらく別の時期区分を必要とするような新たな

動向をみるζとができるが，それを充分に分析できるような統計資料は時期的にみて未だ蓄積されてい

るとは言えない。

6)さしあたって，前掲の拙稿 f戦後自作農体策Ijの『崩嬢』をめぐってjを参照されたい。

7)本稿は， 1983年6月11B'r.札幌で様催された日本社会教育学会・日本教育社会学会東北・北海道集会1983

年度大会のシンポジウム報告をもとにとりまとめたものである。その後，テー?にかかわるいくつかの

統計資料や研究がでているが，それらについては， 80年代前半の現局謝について論ずる擦に改めてとり

あげるべきものであると考えるので， ζζでとくに検討するζとはしない。

I.前提

減反政援下における北海道稲作農家諸階層の動向を分析する擦の前提として， 1960年代まで，

とりわけ減反政策が開始される鹿前における北海道稲作・積作農家の動向と到達段階を確認して

おく必要があろう。

まず，戦後における北海道稲作の動向を，水稲作付面積と米の反収水準の変化によってみれば

(図 1)のようである C 水稲作付面積は連続冷害が始った1953年乙ろ急速に拡大してくるので

あるが，戦前の最高水準に到達するのはようやく60年乙ろである。その後はし、わゆる農墓法農政

下で，力強い稲作面積の拡大をみる乙とができ，ピークの69年には2606万haにまで到達する。乙

の数字の背後iζ，既耕地の水田化をはかり，隈界地を次々に突破してきた農民の稲作に対する要

求とエネ Jレギーの大きさ読みとるべきであることは言うまでもない。それゆえにまた， 70年以降

の減反政策がもたらした結果の大きさ，第一次減皮のピークである73年と第二次減反政策が深化
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していく 81年以降には実には万トン水準にまで急減し，戦前最高水準はおろか， 50年代のはじめ

の水準にまで引きもどされていることの重大な意味を乙乙で確認しておくべきであろう。

米の反収水準は， 1950年に戦前最高水準を超えるが，その後の大きな変動は，米作の限界地と

雷われる北海道稲作の特徴を如実に示している。とくに， 1953， 54， 56，および64-66年の連続

冷害，減反政策下では71， 76と80年以韓の逮続冷害は，単iζ収量水準の大幅な低下だけにとどま

らず，それぞれの歴史的段階において農業構造に大きな変化を与える契機となったものとして留

意しておくべきであろう。しかしながら，反i脱水準の年々の変化には大きなものがあるとは言え，

戦後の動向を長期的な傾向としてみるならば，米の反収は着実に増大している乙とにも注目する

必要があろう。とくに，前述の冷害年の反収水準が次々に上昇していることに端的に示されてい

るように，冷害克服技術を含む稲作生産力は確実に上昇していると言う乙とができょう。とはい

え，そうした傾向の中にあっても減反政策下において反収水準の停滞傾向がみられる乙とは，こ

の聞にきわめて大きな面積の「劣等地Jが切り捨てられていることとあわせて考えるならば，稲

作生産力・技術問題の構造的変化として独自の分析を必要としていることをも示唆しているとい

う乙とができょう。

次iζ，以上のような稲作生産の変化の下における稲作農民諸階層の動向を， 1950年以降から減

反政策直前までの期間告とり，稲収穫面積規模踏にみた稲収穫農家数の変化においてみよう(表

1 )。稲収穫農家の回の経営部積は， {申び率においても実面積においても50年代よりも60年代の

方が大きく増大している。この過程で，北海道における経営耕地面積全体に占める田の経営面積

(田率)は， 50年の 2割から70年の 3割余りまでに増大してる。国の闇積の増大に対して稲収穫

農家数は， 50年代には増加額向がみられるが， 60年代には対照的にかなりの減少額向にあること

が注目される。乙の結果，当然のことながら戸当り稲収穫菌積は50年代の増大に比べて60年

表 1 1970年までの北海道稲作の動向

1950 '60 '70 '60/'50 '70/'60 

罰の経営面積 千ha % 9ぢ
150.9 187.3 276. 7 + 24.1 + 47.7 

(対緩営耕地割合) (20.5%) (22.7) (31. 1) (36千ha) (89) 

稲収穫農家数 戸

108，261 115.494 95，389 
十 6.7 - 17.4 (対総農家数) (44. Hぢ) (49.4) (57.5) 

穏悶
-0.5ha 30.3% 25.3 14.2 - 11. 1 +: 53.4 

0.5-1. 0 22.1 20.1 13.6 - 2.7 - 44.3 
語
1.0-1.5 14.0 14.4 9.4 + 9.4 - 46.1 

積面
1. 5 -2. 0 11. 4 11.7 8. 1 十 9.5 - 42.8 

模規

男構成比IJ 

2.0 -3. 0 14.5 16.4 16. 1 十 20.9 - 19.1 

3.0 -5. 0 7.3 10.7 26.0 + 55.8 + 100. 4 

5.0- 0.3 1.3 12.6 ート319.2 + 689.3 

収 穫 面 積 千ha
134.0 170.0 249.5 

(間 1戸当り) (1. 24ha) 0.47) (2.62) 
26.9 + 46.8 

(注)各年「伎界農林業センサスJ(農林水産省)より作成



減反政策下における北海道稲作農民の分解とその性格

代には飛躍的な増加がみられる。乙れらの数字は， 60年代のいわゆる近代化農政の下で，稲作農

家における急激な分化・分解が進展している乙とを想定させる。

そ乙で稲収穫面積規模別に稲作農家数の動向をみれば， 1950年代には稿作農家の約半数が揺収

穫面積 1ha未満で、あり， 0.5加未満層で 1割余りの農家数の減少がみられるものの 1ha以上の

すべての階層において増加しており，稲作の拡大が稲作農家数の増加を伴っていることの結果が

よくあらわれているだが，そこにおいても，より規模の大きな階層ほど農家数の増加率が高い乙と

は確認しておくべきであろう。 60年代においては，農家数増減の分岐点 1 分解基軸は一気に 3ha 

となる。 50年代の中心的階層であった 1ha未満!欝ばかりでなく， 1 -2 hal留においても 4割以上

の稲作農家数の減少がみられ，これに対して60年代の中心的階層となった 3ha以上層は実に 2倍

以上となっているのであるの乙の 3ha以上層は60年代の後半において，富農層を含む中農層とし

ての実質をもっ新しい上層農として指摘される ζとになるのであるが汽後述するように，こう

した階層がまさに分厚い層として形成されてきたところに北海道稲作の特質があると言える。

さで， (表1)は階層変動のいわば結果をみたものにすぎないので，さらにより詳しく， 1960 

年代の後半における階層間移動の動向をみるために， (表 2)をあげておこう。乙の表でまず設

自されるζとは，全体として水稲収穫面積の拡大運動がみられる ζと，とりわけ， 60年代において

農家数がそれまで、の増大傾向から減少傾向に転じた 1-3ha震で上向農家の比率が高い乙とであ

る。 60年代における ζれら中間騒の動向κ，乙の時期の稲作経営の強い拡大運動が端的に示され

ているのであり， 3 ha以上の中・富農の層としての形成は，主にその結果であると言う乙とがで

きるのである。

署長2 1965-70年の階層筒移動

1965年の各層水稲収穫農家数に対する割合%

水稲収穣 離 農 収穫なし 下 向 移動なし 上 向 つ ち 新 設2階層以上

収穫なし 30. 2 ~ ~ 66.9 3. 0 2.4 6.9 

ha 26.5 10.4 10.4 36.9 26.2 13.5 5.0 -0.3 

0.3 -0. 5 22.1 10.5 6.2 33.5 27.8 17.0 3.8 

0.5-1. 0 15.2 5. 1 7.7 38.9 33.1 20.8 3.9 

1.0-1.5 13.2 3.0 8.8 30.2 44.9 27.7 2. 5 

1. 5 -2. 0 13.0 1.9 8. 7 23. 7 52. 7 25.6 2. 1 

2.0 -3. 0 13. 7 O. 1 5.9 34. 1 38.8 7.4 3. 7 

3.0 -5.0 13. 1 0.5 5.3 53.4 27.8 ~ 4.5 
5.0- 8.8 1.5 17.2 72.4 ~ ~ 0.4 
(注) r農業構造動態調査結果報告書J0970，農林水産省，以下『動態統計.Dより算出

なお，乙の表で補足しておくべき乙とは，第 1Iζ，このような強い稲作の拡大運動にもかかわ

らず，新設農家の比率はどの扇でも高くない ζとであり， 60年代における全体としての稲作農家

数の減少傾向とあわせて，分解の局面が中心的動向で、あった乙とが，乙乙でも示されている。第

7 
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21ζ. 3 ha以上の中・富農層といっても.5ha以上層でミは他階層に比べてとくに下向農家の比率が

高いことであり，乙の層の経営的・技術的不安定性をうかがわせる。第 31ζ，離農家や「収穫な

しj層への転化についてであり，これらの農家の比率が0.5ha以下の最下層で、高い乙とは当然で

あるとしても. 1 -3 haの中間層，および 3-5 haの (60年代後半の)中農的階層において，す

べて13%台と相当の離農があり，しかも階層間の差違がみられないことが注目される。 1-3 ha 

の中間層が60年代前半においては中農的性格が強かった乙とを考えあわせるならば.60年代を過

していわゆる「中農型J離農2)がかなり発生していることがこ乙にも示されていると言える。

最後に，以上のような1960年代における北海道稲作農家の動向をふまえて，米の減反政策が実

施される直前における北海道稲作農家の基本的特徴を，日本の代表的稲作地帯である東北および

北陸と対照させながら. (表 3)によって，指擁しておく乙とにしよう。

北海道稲作農家の特徴として，まず第 11ζ指摘できる ζとは，専業的性格が強い乙とである。

一般に稲作地帯は，いわゆる高度経済成長過組で「稲作+賃労働j型の兼業農家を広汎に生み出

し，専業農家率がきわめて低いのであるが，とくに兼業農家が多い水稲収穫0.5ha未満の層を除い

てみても，北海道と東北，とりわけ北陸との間には務段の差違がある。乙乙で，同じ規模の階層を

比べてみても北海道の専業農家率と東北・北緯との聞には大きな差がある乙とに注目しておくべ

きであろう。乙の差違をもたらした要因としてまず第 1にあげられるのは労働市場(兼業機会)

の差異であろうが，さらに検討すべきなのは農業経営における稲作部門の位置である。

そこで稲作農家の農業販売収入に占める稲作部門の位讃づけをみるならば.rいね単一経営j
の比率は，単一経営がほとんどである北韓との聞にははっきりとした差があるが，東北とはあま

り変わらず. 2 ha以上の震をとってみれば，北海道でも 9割を超えていることに注意すべきであ

ろう。さらに fいねのみJの農家の比重をみてみるならば，北海道は北韓と東北との中間にあり，

3 ha以上層においては北陸すらも上まわっていることがわかる。北海道では焔作地帯や酪農地帯

の比重が高しとくに前考の地帯における稲作の拡大として戦後の主要稲作地帯が形成されてき

た経過があり，それは経営耕地面積のうち田率は北海道が約7割で，約8部の東北，約9割の北

陸に比べてかなり低い乙とにあらわれている。しかし販売収入の翻面から苦うならば北海道にお

ける稲作モノカルチャー化は，とくに稲作規模が大きくなるほど東北・北陸よりも高くなってい

る乙とを上掲の数字が示している。乙れは，単に北海道では裏作ができないといった気候的差異

だけではなく，北海道農法・北海道稲作の構造的特質と問題点を示唆しているものとして留意し

ておくべきであろう。

次に，農業労働力の状態を 1戸当り自家農業専従者と農業麗用労働日数によってみてお乙う。

自家農業専従者は，当然、のことながら，第立種兼業農家準iと示されている兼業深化の程度と道相

関の関係にあり，北陸よりも東北，そして乙れらよりも北海道が多し、。北海道では男女ともに 1

人以上を維持し，家族協業経営としての実質を保っていることが示されよう。しかし，乙れを

水稲収穫2ha以上の競模の農家に眼定してみると，北海道は女子においては東北・北陸を少し上

まわっているといえるが，男子においてはむしろ東北・北陸より少くなっている乙とがわかる。

乙の乙とに，北海道における稲作農家の経営耕地規模は，水稲収穫規模が間じでも，東北・北陸

より大きい乙とを考えあわせてみるならば，北海道における水稲作誼積当りの農業専従者数は実

質的には都府県よりかなり低い乙とが推定される。乙れを補うべきものとして検討されるべき点

は. (農法の違いをさしあたり関わないとすれば)農業雇用労働と農業機械利用の状態であろう。

そこで，農業麗用労働日数についてみれば，東北や北陸，とりわけ北睦では 100日以上の種用
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1970年の稲作農家

水稲収穫 専業 I兼 豆兼 単一経営 いねのみ 経営耕地 田塁手 男専従業 女専従業 援用人8 人目 人8 罰植機 メIJ取機 乾燥機 トラクター 向100-199 200-499 500- 1か-30PS30PS-

北海道
9ぢ 9ぢ ha 9ぢ 人分 % 9ぢ
57.9 34.5 7.6 83.4 57.9 4. 7 70.6 1.11 1. 08 19.6 10.7 1.4 0.4 22.3 43.3 42.2 8.2 

0.5-1ha 36.9 32.0 31.1 48.9 31. 2 3.5 23.3 O. 78 0.88 5. 7 2.9 0.9 1.1 2.0 15.3 9. 7 

1-2 45.6 42.8 11. 6 11. 6 70.3 3.6 44.6 0.95 1. 04 8.6 2.3 0.6 O. 1 4.4 13.0 23. 1 7.0 

2-3 55. 7 43. 1 1.2 92. 1 54.9 4.6 69.6 1. 13 1.13 12.2 4. 7 0.3 O. 1 12.6 38.4 34.5 4. 7 

3-5 68舗6 31.2 0.2 97. 1 73.3 5.0 85.2 1. 26 1. 14 30.6 10.6 0.5 O. 7 33.3 69.2 56.4 6.1 

5-7 76.9 23.0 O. 1 99. 1 83. 7 6.9 91. 3 1. 35 1. 17 40.3 31. 4 2.4 1.0 55.6 81. 9 77.2 12. 7 

7-10 82.5 17.4 O. 1 99.5 88.3 9.2 93.4 1. 41 1. 20 26.5 52.2 13.5 1.4 68. 7 83.5 81.1 25.9 

10- 84.5 15.3 O. 2 99.5 90.0 14.2 93.4 1. 57 1. 23 8.6 43.0 45.8 2.4 73. 7 83.3 81.1 49. 7 

東北 16.5 66.6 16.9 87.2 40.8 1. 66 78.3 0.84 0.84 7.0 1.8 O. 1 0.6 16. 7 7.3 18.3 5.4 

2 -3ha 28.6 70. 7 O. 7 99. 1 49.0 2. 75 90. 2 1. 17 0.97 20.6 4.9 0.2 1.2 39.4 21. 2 38.3 7.9 

3- 41.1 58.5 0.4 99.4 57.2 4.07 93.4 1. 28 1. 03 32.6 17.7 1.6 2.2 54.0 29. 7 62.9 1.3 

北陸 7.2 60.2 32.5 95.5 67‘3 1. 33 90.6 0.60 0.67 0.9 0.3 0.0 1.0 15.2 54.0 13.2 4.0 

2-3 14，3 84. 7 1.0 98.6 60.0 2.56 94.6 1. 15 1. 05 2.2 O. 7 2.4 38.2 78. 7 42.9 5.8 

3- 18.8 80.8 0.4 99.3 59.8 3.65 95.5 1. 31 1.18 9. 2 2.9 0.5 3.3 30.4 85.6 76.2 7.8 

表3

<D 

1970年世界農林業センサス『経営部門耳目農家統計報告書(緋穫編)J(農林水産省入以下『部門別』と絡。
農業機械は利用農家割合

地域別平均は水稲収穫0.5ha以上の農家についてのもの

(注) 1. 

2‘ 

3. 
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がある稲作農家はきわめて少なく，乙れに対して北海道では 3割を超えている乙とが注目される。

しかし，同じ水稲収穫面積規模，すなわち，東北・北龍の 2ha以上層と北海道の2-5 ha層を比

較してみるならば，東北は北海道を少し上まわっている乙とがわかり，むしろ北海道および東北

と北陸との開に格差がある乙とを指摘できる。北海道で麗用労働者がとくに多くなるのは 5ha以

上層であり，濯用労働者100人日以上の農家の割合は5-7 haで4分の3近くなり. 7 ha以上層

では9割を超えている。 ζの点、からみて，米の減反政策実施直前における北海道の水稲収穫5h日

以上層は，富農的性絡をもっていたと言う ζとができる。

最後に，農業機械利用の状態をみてお乙り o (表 3)の機械利用農家割合から結論的iζ言うな

らば，減反車前の北海道稲作は，中型トラクター・手植え・パインダー・乾燥機の機械化段階に

あったと言うことができょう。北海道においては稲作農家l戸当りの稲作付規模が大きいだけ

に，東北や北陸に比べて全体的に機械化の進展度合が高い。しかし，乙の段階では田植機の利用

はほとんどみられなかったと言ってよく，すでに普及していた乾燥機についても，とくにその需

要が高い北睦に比べて低い段摘にある。北海道における機械利用率の高さを示しているのはトラ

クターと刈取機(パインダー)である。しかし，それも同一収穫匡積規模で比較してみるならば，

東北や北陸に比べてむしろ低い状態にある。北海道で刈取機の利用農家割合が5割を超えるのは

5 ha以上層においてである。また， トラクターはまだ中型段階にあり.30馬力以上の大型トラク

ターの利用農家が5割近くなるのは，ょうやく 10ha以上層においてである。乙のような農業機械

利用の状態が麗用労働依存の高さを規定していた乙とは想像にかたくなし件。

i主

1)大沼盛男他「農業構造の変化と農民層分解JC北海道農業経済学会総『北海道農業の現段階』北農会，

1967)，字佐美繁「農民層分解の現段階的性格に関する一考察Jcr土地制度史学』第50号， 1971)など
参照。乙の上層農家の中lζ 「大型言葉幾J，r機械化主義農jが検出され，それらが「新生産力の担当腐jと
してのタ1J面と，政策的Iζ育成され「政策の重喜界」としての側函の闘方をもっζとが指摘されている。

2)ζれは湯沢誠氏の規定にもとづく。湯沢氏は北海道の(挙家)離農は，量的には毒事業貧農裂が多く，農

民分解の笈からみれば中農型が重要な意味をもっとしたよで，前者は農山村とくに限界的農山村で典型

的にみられるが，後者は(稲作地帯を含む)先進的中核的平地農村であらわれるとしている。湯沢「最

近における北海道農業の地域的動向JC農業総合研究所北海道支所『研究季報』第40号， 1967)参照。

3)本穏では検討する ζとができなかったが，戦後における北海道稲作の震調過程とその特質について論じ

たものとして，外崎正次「戦後における北海道稲作の発展Jcr北海道農業研究』第21号， 1962)を参照。
また，減反開始畿前における北海道稲作の技術的・経済的諸問題を総合的に検討したものとしては，

矢島武編『稲作経営近代化の技術と経済~ c農業技術普及協会， 1971)を参照。

葺.稲作農家経済の変化と階層区分

Iで検討した米の減反政策実施前の北海道稲作の特質をふまえ，減反政策実施過程における稲

作農家経済の動向を分析し，その上にたって稲作農家の謀本的な階層区分をするのが次の課題で

ある。

まず，減反政策下における北海道稲作の全体的な動向を確認しておこう。 ζの点についてはす

でに(図 1)によってふれておいたが，さらに「農業センサスJの基本的な指標を(表4)にあ

げておこう。田の面積は1970年代の前半には 6.7%の減少，後半には1.4%増加となっている。

しかし，米の減反政策実施の結楽は，閏のうち稲の作付がなされた割合を70年の99%から75年の

66%にまで急減させていると乙ろによくあらわれている。 75年は第 1次減皮政策が緩和されてい
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った年であるが，いわゆる休耕と土地改良通年施行からなる「作付なしJの司が 6%もあるJ農

業センサスJの70年の作付面積は69年の実績であるが， (関1)でみたように，第一次減反で作

付面積が最低となった73年にかけて実に45%もの減少がみられ，その後一時的に回穫するものの，

80年代の前半にはほぼ73年の水準にとどまっている。

表4 減反政策下の動向

1970年 '75 '80 

医 の 扇 積 276.6千ha 258. 1 261. 8 

(変 ft 率) (+21.75ぢ) (+ 6司7) (+ 1. 4) 

構
穏 作 付 99.4 66. 1 68.9 

成 稲以外作付 0.0 27.8 29.3 

比 作付な し 0.6 6. 1 1.8 

穏収穫農家数 95，385戸 61. 765 54.674 

(変 化 率) (-11.5%) (-35.2) (-11. 5) 

販売農家割合 91. 85ぢ 93. 1 95. 1 

l戸当収穫函積 2. 61ha 2.53 3.05 

(注) 1. r農業センサスJ
2. 変化率は5年毎の主義減率

1970年代前半には田の面積や水稲作付面積が減少しただけではなく，稲収穫農家数についても

実に359ぢも君、減している。そして，回の麗積や稲作付面積が回後傾向にあった70年代後半につい

ても，稲収穫農家数の減少は続いているのである。稲収穫農家のうち販売農家の割合は 9割を超

えてなお高まりつつある。また，稲収穫農家 1戸当り収穫面積は， 70年代前半においてはわずか

ながら減少し，第 1次減反の影響の大きさを示しているが， 70年代後半には増加傾向にあり， 80 

年には 3加を超えている。これらの動向は， 70年代の前半と後半では奥ったかたちをとってはい

るが，稲作農家の分解が急速に進展している乙とを示唆しているものと言える。

以上のような北海道稲作の全体的動向の中で，稲作農家経済がどのように変化してきたかに関

して， r農家の形態別にみた農家経済~ (農水省)における稲単一経営農家の最も基本的な指標

(農業所得率と農業所得による家計費充足率)をあげてみれば， (関2)のようである。乙乙で

指摘できる乙とは，第 1Iζ，乙れらの指標の変化が反収水準の変動によって強く規制されている

乙とである。乙乙iζ北海道稲作の不安定性が強くあらわれている。第2に，水稲皮収は，すでに

ふれたように長期的には上昇傾向にあるのであるが，上掲の2つの経済的指標，とりわけ農業所

得による家計費充足率は傾向的に低下している乙とである。第3に，その低下傾向は，皮収につ

いては 3つの山と谷を明確にもっているが 2つの経済指標については大きく 2つの時期がある

と言える。 1つは，いわゆる農装法農政下で稲作農家経済がピークに達した昨年から，総合農政

・第一次減反政策と冷害が重なって稲作農家経済がボトムに達した71年までの時期であり，もう

1つは第 l次減反政策の緩和による稿作経済の回復過程がピークiζ達した74年から， 76年の冷害

を通り， 80年代はじめの連続冷害に至る時期である。乙乙で設住すべき乙とは，後者のボトムと

なる80，81年の 2つの経済指標がともに， (減皮・米仮すえおき・冷害と三重苦が重なり)かつ

てない深刻な打撃を稲作農家に与えたと言われた前者のボトムである76年よりも低くなっている

乙とである。
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次iに米の減反政策下における以上のような稲作農家経済の動向が，稲作農家各層においてど

のようにあらわれているかについてみるために， (表 5)によって水稲作付規模別に農業所得に

よる家計費充率と「自立経営J下臨農業所得の推移を検討してお乙う。乙の表でまず注目すべき

ことは， 1970年代を通して， 71， 76年度の冷害年と79年度を除けば，自立経営下臨農業所得(乙れ

は農業所得による家計費充足率約100銘の水準と考えてもよし、)の線が， 70年代の大きな稲作農

家経済の変動にもかかわらず，水稲作付3haのと乙ろにきれいに号|かれている乙とである。乙れ

は中農と貧農を産分する中農線として考える乙とができる。また，農業所得による家計費充足率

が約1509ぢないしそれ以上のと乙ろに線を引くならば，上掲の例外年を除けば，ほぼ7haのと乙

ろにあると言ってよいだろう。これは中農と富農を区分する富農線と雷うことができょう。

乙のように中農線と富農線を号|いてみるならば，逆iと， 1971， 76年度，とりわけ80，81年度の

冷害年における稿作農家経済悪化の深刻さが明瞭なものとなる。また， 79年度は冷害年でもない

のに中農線が 1ランク上がっている乙とは，第2次減反政策下における稲作農家経済の悪化傾向
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表5 水稲作付規模別にみた農業所得による家計費充足率

1970年 71 72 73 74 75 76 77 

-2 ha 37.0 14.0 48. 1 39.4 53.8 32.6 28.3 42奪4

2-3 
市う

60.4 89. 1 109.9 103.9 87.2 63.1 111.7 

3-5 59.0 114.8 134.0 148.2 124.5 

清三
102.6 

5-7 日手 184.9 148. 1 137.9 

7-10 180.1 88.4 

10- 91. 7 203.0 135.4 

(注) 1. r農家の形態別にみた農家経済J(農林水産)，以下『形態別』
2. ゴチ線より下は農業所得が自立経営下限を上まわる ζとを示す

78 79 

59.3 47.5 

77.5 69. 7 

96.5 
ゴ10ピ4.0 134.3 

129.5 

135.7 

単位あ

80 81 

30.5 11. 2 

70.5 39.2 

42.4 32.6 

39.4 28.8 

を示すものであり， 80， 81年度の深刻さも，単iζ冷害によってだけでは解明され得ないだろうこ

とも推察されるのである。とはいえ， 70年代全体を通してみるならば，少くとも稲作農家経済の

結果からみて，水稲作付規模階層別に安定的かっ明確な階層的差異があったと言ってよいだろう。

もちろん，この階層差は他の指標によっても確認される必要がある。当面， これからの分析の

前提としての階層毘分をする上で検討しておく必要があるのは，農家の自家保有労働力と雇用労

働力との関係であろう。そ乙で70年代の半ばにおける農業労働力の就業状態と農業臨時麗入れの

状態を(表6)にみておこう。

表6 農業就業と藤沼労働 0975年)

農業就業状態別 農業臨時雇用入れ
水稲作付

間男 2 うち 延べ人数専従者なし 問女子のみ カま い 同2人以上 農家率 1∞人伝以上

0.3-0.5 ha 31. 3$ぢ 16.9 51. 9 13.5 52.9% 8.0 28人目

0.5-1 22. 7 21. 3 56.0 13.3 66. 1 8.9 35 

1-2 13. 7 21. 6 64.7. 13.3 78.9 10.3 42 

2-3 7.4 16.5 76. 1 13.4 86.6 12. 7 52 

3-5 3.6 9. 1 86.8 19.3 90.6 21. 9 68 

5-7 2. 1 4. 7 93.2 26. 7 90.9 35. 7 88 

7 -10 1.2 1.7 97. 1 34.8 91. 4 51. 3 123 

10- 0.6 1.1 98.3 45. 7 95. 7 68.0 185 

王手 均 11. 8 14.8 73.4 17.2 79.9 17.6 56 

(注) r部門別J0975年)

階層区分にかかわる農業就業状態をあらわす指標として，乙乙では専従者，とくに男子専従者

の有無を問題にしている。表に明らかなように，約9割という線でほとんどの農家に男子専従者

がいるのは 3ha以上層においてである。 2-3 ha層においては4分の l近くの農家において，専

従者が全くないか専従者は女子のみとなっている。したがって，ここでも 3加を中農線とするこ

とは可能であろう。逆に， 7 -lOhaでは 3分の I余り ，10ha以上層では約半数近くが男子専従者

2人以上，つまり一般的には2世代の家族協業が成り立っており，家族労働力の充実がうかがえ

る。しかし同時に， ζれらの層の半数以上では農業臨時麗 100人目以上となっており，延べ人数

でみても，事実上，専従者 l人に当たる人数の雇用ぞ導入しており，かなり富農的性格が強いと

言える。 3-7haの層においてもほとんどの農家で躍用労働力を入れているが，その大半は雇用

13 
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日数 100人日未満であり，延べ人数でも平均して専従者 0.5人程度にしか相当しない。したがっ

て. 7 haの線を富農線とする乙とが妥詣性をもっと蓄えよう。

以上で検討しできたところから.1970年代の北海道稲作農家(稲単一経営，すなわち農業販売

収入のうち 6割以上が稲作部門による農家を前提)の階層区分を次のように規定しておくことに

する。すなわち，農業所得は自立経営下般以下，農業所得による家計費充足察 100%未満で，し

ばしば男子農業専従者を欠き，農業臨時麗は祷勤労働力軽震にも満たない，水稲作付ないし水稲

収穫3ha未満を貧農とする。乙のうち，農業所得による家計費充足率が6-10割程度で，男子農

業専従者も 4分の3の農家にいる 2-3 ha層を貧農上層とし，それ以下の 2ha未満績を貧農下層

とする。次に，農業所得による家計費充足率が100-1505ぢ程震で. 9部程度の農家iと男子農業専

従者がいるが，農業題賂労働臼数は補助労働力を若干上まわる程度である 3-7 ha層を中農とす

る。乙の中農も 5haを基準に2つの層に匿分し. 3 -5 ha層を中農下層. 5 -7 ha麓を中農上層

と言うことにする O 最後に，農業所得による家計費充足率がほぼ 1505ぢ以上で，男子農業専従者

はしばしば2人以上となり人以上の農業専従者に相当する雇用労働力の雇い入れがある 7ha 

以上層を富農とする。

班 減反政策下の階層変動

Hで明らかにしたような減反政策下における北海道稲作と稲作農家経済の動向をふまえ，そ乙

で規定した稲作農家の階層区分を前提として. 1970年代以降における稲作農家の階層変動を異体

的に分析するのが，次の課題となる。

まず，階層変動の結果から，その特徴をみておくならば(表 7)の通りである。 1970年代の前

半においては，すでにふれたように，稲作農家の急減がみられるのであるが，それは乙乙で示し

た稲収穫酪積規模によるすべての階層にわたっているという乙とが大きな特徴として指摘できる。

さらにその中で，いわゆる分解基軸前後層である貧農上層 (2-3ha)と中農下層 (3-5 ha)に

おいて滅少率が最も大きいことが・注目される。乙れらの層を規準として，規模が小さくなるほど，

あるいは競模が大きくなるほど減少率が低下していくという規則性が明石室にあらわれている。全

体として農家数が急減する中で，典型的に中間層(分解墓軸前後鴎)没落の分解が現出したと

署長7 減反政策下の稲作農家数の変化
単位:%

農家数構成比 水稲収穫街積構成比 農家数変化率 !日稲主義一綬営割合 準経営単割一合

1970 '75 '80 1970 '75 '80 75/70 80/75 1970 '75 '80 75 80 

-0.3hc 7.5 6.4 0.6 0.3 -35.0 20.2 24.2 4. 1 

0.3-0.5 
14.2 1.6 -21.4 

-39.0 
25. 7 
36.2 6.3 6.6 9. 7 6. 7 1.5 0.8 36.9 

0.5-1 13.6 14.9 10.8 3. 7 4.2 2.5 -29.0 -35.8 49.0 48. 7 50.3 11.1 10. 7 

1-2 17.5 18.0 15.4 9. 7 10.2 7.4 -33.5 -24.6 70.3 70.8 68. 21 18.5 16.0 

2-3 16. 1 14. 1 15. 1 15.3 13. 7 12.3 43.3 - 5.0 92. 1 88.8 84.8> 17.3 17.8 

3-5 26.0 21. 8 26.8 38.4 33.4 34.3 -45.7 8.8 97. 1 96.9 93.5 9.6 15.0 

5-7 9.4 9.8 13.4 20. 7 22.5 25.4 -32.1 20. 1 99. 1 99.2 98.11 3. 7 12.5 

7-10 2‘8 3.6 5.11 8.6 11. 2 13.4 18. 1 26.8 99.0 99.事 98.事 2.6 12.2 

10- 0.4 0.6 0.8 2.0 2.6 3. 1 -16.5 30.0 100 99. 7 99.3 2.3 9.5 

合計・平均 100 100 100 100 100 100 -35.2 -11.5 75.3 72.6 76.9 11. 5 13.4 

(注) r部門別』各年
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うζとカまできる O

これに対して1970年代後半においては，分解基軸z中農線を基準にして，それ以上では農家数

が増大し(しかも規模が大きくなるほど増加率は高くなり).それ以下では減少する(しかも規

模が小さくなるほど減少率は高くなる)という傾向を明擦に読みとることができる。乙れは.50 

年代後半以緯の日本農業全体においても磯認できる，いわば高度経済成長期の上層増大・下層減

少型の両極分解であるという乙とができる。こうした結果.70年代を通して，農家数構成比をと

っても水稲収穫面積構成比をとっても. 3 ha以上で、増大. 3 ha未満で減少という乙とになるので

あるが.70年代の前半と後半では分解の形態がかなり異なるという乙とに控目しておく必要があ

ろう。

とはいえ，このように結論を出す前に確認されていなければならない乙とがある。第 1に，経

営組織の問題である。とくに北海道のように大きな減反商穣が割り当てられている場合，稲作農

家の階層変動は稲収穫面積規模だけで規定する乙とはできず，他部門との組み合わせの変化につ

いてもみておく必要がある。第2は，階層変動の動態的変化をみておかねばならないということである。

(表7)はあくまでも階層変動の結果を示すものであって，各階層の農家が上向や下向などのど

のような対応をとったかまで示すものではない。第3は，階層変動の時期註分についてである。

(表7)では階層変動の全体的動向を最も正確にとらえる資料として「農業センサスjを利浴し

たため.70年から S年きざみになっているが，乙れは必ずしも稲作農民の分解の時期区分を示す

ものではない。とくに78年以持のいわゆる水田利用再編対策(第二次減反政策)以降の農民分解

の動向については，別の資料がとりあげられなければならなL、。以下，乙れらの点について検討

しておく乙とにする。
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第 lの点については，まず(表7)の (1日)稲単一経営すなわち農業販売収入のうち稲作部門

の割合が6割以上の農業経営の比率の変化をみてお乙う。表に明らかなように.70年代前半にお

いては，大幅な減反面積のおしつけによって確かに単一経営の割合は減少しているが，その程度

はわずかである o むしろ.70年代後半においては再び単一経営の比率が増大し，その結果，減反

直前の70年の水準すら上まわっている乙とが在百されるのである。ただし，それは貧農下層にお

ける増加が大きく寄与したためであり，分解基軸前後の貧農上層および中農下層では単一経営割

合が低下する傾向にあることもみておく必要があろう。最も厳しい分解任力にさらされながらも，

稲作だけに頼っては農業を続けられなくなった乙れらの層の新たなな対応があらわれていると

うことができる。さらに70年代後半においては，中農以上層で準単一経営(農業販売収入のうち

稲作部門の割合が6-8割の農業経営)の割合が増大している乙とにも住自しなければならない

だろう。乙れらの層はあくまで稲作を中心としながらも，とくに水田利用再編下においては，何

らかの農業販売収入の増大につながるような稲作以外の農業部門を取り入れざるを得なくなって

いる乙とが皮映されていると見るべきであろう。

経営組織的にみた稲作農家の70年代の前半と後半における以上のような変化をさらに具体的に

みるために. (表8)と(表 9)をあげてお乙う。乙の表でまず注目されるのは.1970年の稲単

一経営で75年iζ稲単一経営にとどまったものは，わずか6割弱にすぎないという乙とである。稲

単一経営でなくなったものの半数近くは離農ないし「販売なしj農家への転化で、あるが，その他

は他部門ないし複合経営への転換であり，中でも 4割近くのものが;畑作経営に転換している。こ

れを経営耕地規模階層ごとにみるならば. 3 -5 hα層が最も安定産が高くて離農家は少く 7割近

くが稲単一農家にとどまっている。乙れより経営耕地が少くなるとその割合は低下し. 1 ha未満
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!習では約3寄せにすぎなく，かわりに離農や「販売なし」に転落するものが急増している。また経

営耕地5ha以上になると，稲単一経営にとどまるものは6割弱に抵下し， 5 -10ha嵐で、は f中農

型」離農も増大しているのであるが，1Oha以上層になると他部門への転換の比重の増大が目立っている0，

署長8 1970年代前半の穏単一経営の動向

1970年稲単一経営農家IC対する割合%

経営耕地 稲単一 t悶 作 苦善 jJf 複 15 、 叛売なし 離 農

-1 ho. 31. 4 20. 7 2. 1 0.5 26.6 18.6 

1-3 52. 7 15.8 2.3 2.4 6.8 20.0 

3-5 68.8 17.0 2.3 4. 1 2.9 4.9 

5 -10 59.2 13. 7 2.3 3.0 1.9 19.9 

10- 58.3 28.0 4.5 8.3 0.8 

平均 57.3 16.3 2.4 3. 1 5.9 15.0 

(注) r動態統計J0975年)

1970年代の後半になると，乙うした動向にかなりの変化がみられる。まず75年に稲単一経営ぜ

あり80年にも稲単一経営にとどまっている農家の割合は8割弱にまで増大している。とくに経営

耕地3ha以上の各層では8割を超し，最も安定的な 5-lOha層で‘は9割近くにまで達している O

最下層における畑作への転換を別iとすれば，稲以外の部門の拡大としては， lOha以上麗の複合経

営が目立つ程獲である。乙れらの乙とは， 70年代前半においては確かに稲作農家の急減があり，

離農家も多かったが，それと同樫度iζ他部門，とくに畑作部門への転換もみられた ζと， 70年代

後半においては稲作農家数の減少は相対的に少なくなったが，他部門への転換する農家の割合も

減り，稲作を中心とする農家間の競争も激しくなってきている乙とを示していると言える。

表9 1970年代後半の (1日稲単一経営の動向

75年の各層稲単一綬営=100

経営耕地 穏単一 t岡 作 畜 産 複合経営 販売なし 機 農 新 設

-1 ho. 48.5 18.3 1.0 0.5 17.3 14.4 2.5 
1-3 67.8 8.4 2.3 4.3 4.5 12. 7 2. 1 
3-5 82.2 5.0 1.4 3.6 1.2 6. 7 2.2 
5-10 89. 1 2.8 o. 7 2.9 0.9 3.6 2.2 
10- 80.0 4.0 2. 7 11. 3 0.0 2.0 3.3 

平均 78.3 6‘1 1.4 3. 7 3.2 7.3 2.3 

(注) !l訪態統計J0980年)

次iと，穏作農家の動態的な階層変動を(表10)および(表11)の構層間移動として検討してみ

よう。 1970年代前半においては，上向と下向とが入り乱れている分解の中心は水稲収穫 1-2 ha 

の糞農下層にあり， 1 ha未満では下向というより「収穫なしjや離農への転落が支配的となる。

貧農上!脅から中農以上層になると「移動なしJ農家が急速に増大し，離農家も減少していく。乙

のように， (表7)においては分解の最も激しかったのは 3haの中農線を中心とする中農下層と

貧農上層であったが，階層間変動にまで立ち入ってみると分解の中心はむしろ貧農の 1-2ha層

にあり，それが結果としてあらわれなかったのは，より上層から下向してくる農家の数が相対的



減反政策下における北海道穏作農民の分解とその性格 17 

表10 1970年代前半の階鍾関移動 1970年の各層農家数=100

水穏収穫 離 農 収穫なし 下 !匂 移動なし 上 向 新 設 75/70 

-0.3 34.8 35.5 24.0 7. 1 4.1 -32.6% 

0.3-0.5 34.4 39.8 6.9 22.8 5.3 2. 7 -14.3 

0.5-0.7 23.4 34.4 17.2 16.5 8.6 3. 1 -32.0 

0.7-1 17.9 30.4 22.9 15.8 13. 1 3.0 -28.9 

1 -1.5 19.4 23. 1 28.5 23.3 19. 7 3.2 -28.1 

1.5-2 13.2 21. 3 30.4 19.4 15. 7 2. 2 -43.6 

2-3 15. 7 17.0 21. 5 26. 1 12.2 1.7 -46.2 

3-5 10.1 14.5 27.5 39.3 8.5 1.3 43.6 

5- 7.8 17. 1 26. 7 48.4 1.6 -30. 6 

収穫なし 32. 1 (66.6) O. 7 7.3 

(注) r動態統計~ 0975年)

iζ多かったためでミある乙とがわかる。

70年代後半においても同様な鍋向号をみることができるが，全体として「移動なしJ農家の割合

が高くなり，分解の中心である 1-2 ha層を中心に，上向農家の比率も増加し「下向j農家を上

まわっている。乙れらの数字をみる ζとによって， 3 ha以上の中農以上層が増加しているのは，

単iとより下!替の農家からの上向が多かったからだけではなく「移動なしJ農家の割合が急激に増

大しているためであることがわかる。また， 1 -2 haの貧農下層の激しい減少も~換にこれらの

階層における分解が激しかったからと言うよりも，より下層から上向してくるものが少なかった

結果であると言う乙とができる。以上でみてきたように，貧農上層と中農下層は，貧農下層の各

層iと比べて， (表7)でみた乙とからうかがえるよりも安定的であり，まだ稲作を中心とした経

営としてのエネルギーを保っているという乙ともできる。しかし，これらの層がまさに分解基軸

前後麗であることに変わりなく，これらの層の動向が北海道稲作の構造の今後の動向を強く規定

しているという乙とができる。

表11 1970年代後半の階層間移動 1975年の各!醤農家数=100

水稲収穫 離 農 収穫なし 下 向 移動なし 上 向 ?階層以E事青 設
収穫なし 20.2 (74.6) 5.3 4.9 6.9 

-0.3ha 16.3 27.9 38.5 17.4 8. 7 5.0 

0.3-0.5 11. 0 27.4 11. 3 31. 3 19.0 11. 7 3.8 

0.5-1 10.3 19.0 11. 9 35.6 23.2 16.3 3.9 

1 -1. 5 9.8 13.4 20.2 30.3 26.4 18.3 2.5 

1.5-2 6.8 8.8 20.8 33姻 l 30.6 15.6 2. 1 

2-3 6.6 6. 1 24. 1 40.2 22.9 5. 1 3. 7 

3-5 4.6 3. 7 16.5 58.0 15.9 4.5 

5- 2. 7 2.5 21. 5 72.6 0.4 
」一一ωー

(注) r動態統計~ 0980年)

最後に，乙れまでみてきた「農業センサスJによっては充分に明らかにできない水田利用再編

下における稲作農家の階層変動を(表12)及び(表13)Iζよって検討しておこう。(表12)は，

減反政策下で稲作農家の経済指標がピークを示した74年(閲2参照)以降における，経営耕地面
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穣規模別にみた回の保有農家数を示したものである。これによると農家数の増減の分岐点はー費

して 7.5加という乙とになっている。構成比でみるならば，水田利用再編対策が開始される78年

を基準iと，それ以前では 5ha. それ以後では 7.5haとなっている。経営耕地7.5加は田の保有面

積 5-6 haで，水稲作付3- 5 haの中農下層が想定される。乙の表で経営耕地 7.5ha以上濁，し

たがって中農上層以上の稲作農家が多いと推定される層において回の保有面積が場大しているこ

と，したがって上層への田の集中傾向がみられることにも留意しておく必要があろう。

表12 経営耕地規模別問保有農家数
勝位:戸. ~揺. ha/戸

役営耕地織真 合計・平均 -1 ha 1-3 3-5 5-7.5 7.5-10 10-20 20-

1974 81. 775 7，968 18.467 23，955 18，620 7，521 4. 796 448 

75 76，832 7，364 16.865 21. 933 17，685 7，703 4，802 480 
国
76 75，254 7，219 16，234 20， 703 17，395 7，756 5， 198 546 

保
77 73，242 6，942 15，445 19，341 17.036 8. 155 5，721 602 

有
78 72，039 6， 742 14.900 18，590 16. 723 8，328 6.086 669 

農
79 70，印2 6.479 14，428 18，072 16，474 8，342 6.246 761 

家
80 68，312 6， 150 13， 776 17， 105 15. 743 8，367 6.334 840 

数
81 67，440 6. 144 13，471 16，568 15，411 8.410 6.538 898 

82 66，404 5.923 13. 125 16.088 15，027 8.418 6，845 978 

構成比

74 100 9. 7 22.6 29.3 22.8 9.2 5.9 0.3 

78 100 9.4 20. 7 25.8 23.2 11. 6 8.4 0.9 

82 100 8.9 19.8 24.2 22.6 12. 7 10.3 1.5 

74 3.2 0.46 1.6 3.2 4.6 5.5 5.2 5.2 

戸当 78 3.6 0.46 1.6 3.3 4.9 6. 1 6.4 5. 7 

面積り
80 3.8 0.46 1.6 3.3 5.0 6.4 6.8 6.4 

82 3.9 0.46 1.6 3.3 5.0 6.4 6.9 6. 1 

(注) r北海道農業基本調査J(以下.r慈本認査J).75. 80年は「農業センサスj

表13 71<稲作付面積規模別農家数

水稲作付 -1 ha 1-2 2-3 3-5 5- 合計

1973年産 21，880戸 12.900 8，650 14.360 7.600 65，390 

74 19.835 11. 127 8.710 13.457 8，636 61. 765 

75 17，980 11. 130 9，930 13，260 11. 640 63.940 

76 15，350 9，540 8.980 15，350 14， 790 64.010 

77 15，300 9.290 8.480 15，470 13，960 62.500 

78 13，850 9. 150 10， 150 15，980 11， 170 60.300 

79 12.800 8，400 8.300 14.600 10.600 54. 700 

80 12，430 8.780 8.390 16.480 9. 120 55.000 

81 12， 170 7.650 8，320 16. 740 7.020 51. 900 

増減(77/73) -30.1% -28.0 - 2.0 十 7.7 十83.7 4.6 

1/ (81 /77) -20. 5 -17.3 - 1.9 ベト 8.2 -49.7 17.0 

(浅) 1. r農業語審査J(農林水産省)
2. 74. 79年度は f農業センサスJで稲収穫題穣別農家数
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ここで， (表13)によって水稲作付商積規模農家数の動向をみるならば， 1977年産を墳に，そ

れ以前と以後で大きな違いをみる乙とができょう。すなわち， 75年までは2ha， 76年からは3加

を分解慕軸として，それ以下の層では減少していく傾向を読みとる乙とができるが，より上層に

ついては， 76年まではいずれも増加していたが， 77年からは5ha以上層が急速に減少していく傾

向がみられるのである。いわば76年までの両極分解傾向に対して， 77年からは中農標準化傾向が

みられるという乙とが指摘できそうである。しかし，乙れは(表12)でみた結果を矛盾している

ようにみえる。

(表12)と(表13)の結果を斉一的にとらえようとするならば，確かに田の保有をめぐる分解

が進み，中農上層以上の層が困を集中していく額向がみられるが，これらの腐はとくに水田利用

再編対策下において，転作面積の拡大をすすめ，7.1<稲作付面積を縮小させていると理解するのが

妥当なと乙ろであろう。乙乙では，稲作経営の分解の方向が水田利用再編下で大きく変化してい

る乙とを確認した上で，ぞ乙における農家各層の対応については章を改めて検討することにしよ

つ。

IV 水田利用再編下の稲作農家経済

これまで検討してきた乙とによって，一口iζ減反政策下の北海道稲作農民の動向と言っても，

1970年代の前半と後半，さらには78年以降の水田利用詩編対策下において，その分解の形態がか

なり異なる乙とが明らかになった。そ乙で，乙乙ではより踏み込んで水田利用再編対策下におけ

る稲作農民の動向を解明するために，まず稲作農民諸暗層の農家経済の変化の要因を把握してお

きたい。乙乙で利用するのは「農家経済調査J(農水省)による F農家の形態別にみた農家経済』

の北海道稲作単一経営の部分である。

水田利用再編下における稲作農家経済の変化の特徴については，すでに宜においてふれてきた

が，乙乙ではさらに，稲作農家諸階層の経済状態の変化を端的に示す，調査農家 1戸当りの可処

分所得と人当り家計費をとり， (悶3)Iζ示しておく。乙乙でとりあげるのは， 74， 79，80-

81年度であるが，すでにふれたように， 74年産は減反政策下による家計費充足率などでみた農家

経済指標がピークiζ途した年であり(図2参照)， 76年震は冷害の年である。水田利用再編対策

下で乙れらに照、応するものとして選択したのが79-81年度である。 79年度は74年度と米の反収が

ほぼ同じであり， 80-81年度は冷害年である。

19 

まず可処分所得の方をみれば，平常年としての1974年度と79年度の比較においては，貧農層

(3 ha未満)と中農層 (3-7 ha)では79年度が74年度を若干上まわっているが，富農層(7ha 

以上)においてはむしろ下まわっている乙とが控目される。さらに，冷害年としての76年度と80，

81年度を対照させてみれば，米の反収としては76年度より80，81年度の方が高かったのにもかか

わらず， 80年度においては2-7haの各震において，さらに81年度においては2ha未満の貧農下

層を除くすべての階層において76年度よりもかなり下まわっている乙とが示されている。

乙乙iζ，水田利用再編下における稲作農家経済の悪化が明瞭にあらわれているのであるが，可

処分所得の動向については，もう一つ，右上がりの謹錦が崩れてきている乙とに注目しておく必

要がある，農業所得については，農業経営の規模が大きくなるほど増加し，したがって鴎のよう

な指標をとればかなり急な右上りの状態になるのが一般的であり，とくに北海道のように兼業機

会の少い地方では可処分所得も右上りとなる。しかし，鴎にみるように，水田利用再編対策下に

入った79-80年度においては，貧農下層における可処分所得が貧農上層のそれを上まわり，いわ
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図3 可処分所得と 1人当り家計費
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ばJ字型になっている。下層で兼業所得が増大するために生ずる乙のような現象は都府県におい

てはすでに第 1次減良政策下においてあらわれているのであるが川労働市場の展開が未発達な

北海道では，それがS年ほどのタイムラッグをもって現出したと言う乙ともできょう。

1981年度の可処分所得については. J字型というよりもW字型に近いという乙とができる。 5

-7haの中農上層の落ち乙みは一時的なものか継続的なものなのか，例えば，中農から富農iζ軽

化する際のいわゆるUダウン現象2)のあらわれなのか，冷害時iと出した構造的脆弱性という乙と

ができるのか3) 速新はできないが.80年度の J字型の理解とあわせて，単iζ農業所得と兼業所

得の比重の変化だけで説明できないとは明らかであろう。
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殴4 稲作付言語積規模}}IJ農業所得
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世帯員一人当り家計費については，可処分所得の動向とは少し異った動きをしている。北海道

の場合，都府県と比べて農家の家計費が可処分所得(ほとんどが農業所得であった)の動向に規

制される程度が高し、。とはいえ，水田利用再編下のように可処分所得が名目的にも低港していく

場合，それに合わせて家計費を減らしていくのには限度があり，むしろ物価の上昇と生活様式の

変化iζよって家計費は独自に増大していく。乙れは74年度と79年度， 79年度と81年度の比較にお

いて確認できる。一人当り家計費は領肉的に増大し，たとえ冷害年になっても減らす ζとが難か
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しくなっているのである。階層聞の変化をみるならば， 74年度にはまだ右上りの状態を保ってい

たといえるが， 79年震には3-5 haの中農下層をボトムとする J字型からU字型への方向性がみ

られる(乙の場合，調変対象農家の少ない10ha以上層を除外して考えている)081年度は可処分

所得の動向に規定さFれてW字型となっている。

以上のような稲作農家経済の変化，とりわけ家計費の上昇と可処分所得の減少とのギャップ，

乙の要因を検討する前に，可処分所得の中心をなす農業所得の変化についても検討しておく必要

があろう。その際，減反政策下においては，とりわけ転作奨励金の果たしている役割にも注目す

べきであろう。そ乙で，転作奨励金を含む農業所得の階層別動向を(罰4)Iζ示した。 1981年度

の7-10ha層を除いてみれば，水田利用再編対策下においても農業所得は右上がりであること，

したがって， (図3)でみた貧農下爆における可処分所得の増大は兼業所得の増加によるもので

ある乙と確認できるであろう。

転作奨励金を除いた農業所得では，各措層において，平常年では74より79年震が少し減少し，

冷害年では76より81年援が大巾に低落していることが明らかであろう@しかし，転作奨励金を加

えた場合， 79年度は74年度の農業所得を上まわっている。 81年度は農業所得の減少が大きかった

ため全体として転作奨励金を加えても76年度を上まわってはいないが，最上層の7-lOha層にお

いては，ほぼ76年震の農業所得に等しくなっていると言う乙とができる。乙乙iと，とりわけ水間

利用再編対策下における転作奨励金が，農業所得抵下iと対する下支え的機能を果たしている乙と

が明瞭iとあらわている。しかし，乙 ζでさらにつけ加えておくべき乙とは，第1IC.，乙の転作奨

励金が，土地iと相対的に余裕のある上層と余裕のない下層との隠の格差を拡大している乙とであ

る。それは，第 l次減反期と第2次減反期における各層の転作奨励金の差違に明確にあらわれて

いる。第 21L，とくに冷害年などにおいては，地代収入的性格をもった転作奨励金の比重がきわ

めて大きくなるという ζとである。 81年度においては，中農上層や富農層では，転作奨励金が総

農業所得の実に 4-5割を占めているー仮に乙のような状態が続くとするならば，農民の性格と
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図5 北海道における農村物価指数の動向
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意識に大きな変化をもたらさずにはおかないであろう。

さて，以上でみたような稲作農家経済変動，とりわけ農業所得の急減をもたらした要因として，

第 11[.，農村物価指数の変化をあげる乙とができる(国5)。水田利用再編対策が実施されはじ

めた1978年度以降，米価は全く頭打ち状態となり，むしろ低下傾向すらみられる。乙れに対して

農業生産資材価格はかなりの上昇傾向を続け，その上昇率は，回復しつつある農産物総合価格を

も上まわっている。乙の明確なシェーレ現象が稲作農家の農業所得を急落させた大きな要露であ

ることは誓うまでもないであろう。また， 70年代後半以降における生活資材価格は，上昇を続け

る農業生産資材価格をさらに上まわって急上昇しており，乙の乙とが，農業所得の減少κもかか
わらず家計費を増大させ，農業所得による家計費充足率を急落させている最大の要因であること

も首肯されよう。

農業所得急減の要国として，第21ζ，連続冷害と，その結果としての水稲反収の急落があげら

れることは，すでにふれてきたとうりであるo ここでは， (関6)によって，7.1<稲反収の階層部

変化を検討しておこう。 1976，81年の冷害年における反収の抵下は明らかである。階層別iζ皮収

の分布をみるならば，第二次減反以前の74-76年には共通して，反収が最高となっているのは2

- 3haの輩農上層であることを指摘できる。中農以上層においては規模が大きくなるほど反収が

図6 71<稲反収の変化
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第45号

低下する傾向にあり，中農上層や富農層における皮収はきわめて不安定である。このことは，乙

れら上層作経営における生産技術が未だ安定的なものとして確立していないζとを示している。

つまり，上層経営の機械化稲作の生産力は. 2 -3 ha層のようになお集約的肥培管理が可能な層

の栽培技術に比べて，少くとも反収という指標でみる限り，なおかなり低位にあると言う乙とが

できるのである。

もっとも，すでにふれたように.1970年代の後半においては. 2-3加の貧農下層は分解基軸

以下層として激しい変動のもとにさらされる乙とになった。また，反収増大技術も次第により

上層に波及していく傾向がある。乙の結果.78年以降の第二次減反政策下iとおいては，反抗が安

定的iζ最も高くなる閣は. 2 -3 haJ留から3-5 haの中農下層へと移動していることを続みとる

教育学部紀要24 
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減反政策下における北海道稲作農民の分解とその性格

乙とができる。しかし， 5 ha以上の各層においては，なお低位不安定な状態にあることに変わり

はない。乙の乙とは，第二次減皮政策下における水稲反収の抵下については，単iζ冷害の影響で

あると言うよりも，階層別にみれば5ha以上の上}震に主たる問題がある乙とに示されているよう

に，大規模機械化稲作の未確立，あるいはその構造的欠摘が問題にされなければならない乙とを

示していると雷う乙とができるであろう。

そこで第 31ζ，結果としての生産力を経済的指標として表現した，労働生産性，土地生産性，

「資本」生産性の動向をみておこう(醤7)。乙乙では，すでにふれたように，第二次減反の以

前と以後における平常年としてほぼ反収が等しい1974年度と79年震をとりあげる。経済的成果と

しては農業純生産をとり，それを経営耕地lQa当りで示した土地生産性，農業労働10時間当りで

示した労働生産性，農業資本1，000円当りで示した「資本j生産性を階層別iζ図示しである。土

地生産性は(図6)でみた皮収の動きに強く規定されているが，上層になるほどlQa当りの生産

費が低下する傾向があるため，反収iと示されるほどの低落はみられない。それでも 7加以上の最

上層で土地生産性の抵落が臨立ち，調査農家平均以下になっている乙とが詮自される。

これに対して労働生産性は規模が大きくなるほど増大するという右上がりの傾向を明確に読み

とる乙とができる。乙乙に，とりわけ7ha以上の富農扇における土地生産性の低位・不安定性と

労働生産性の高さという対無，いわゆる労働生産性偏重型の生産力構造が，第二次減反政策下に

おいて典型的に現出している乙とが示されている。 f資本J生産性については， 74年度と79年度

の大きな差異を指擁できる。 74年度においては，上震になるほど増大するきれいな右上がりの線

であったものが， 79年においては 3-5 haの中農下}蓄をピークとして，逆iと規模が大きくなるほ

ど減少していく右下がりのかたちがあらわれている。第二次減反の以前と以後における乙の「資

本j生産性の階層民動向の大きな変化は，稲作農家経済の構造的変化を検討する擦に，きわめて

藁要な意味をもっていると考えられる。

そこで，第 411:，稲作農家の「資本j投下の動向を(表14)にみることにしよう。表では「資

本j投下の最も代表的な対象で，しかもその性格が対照的なものとして土地と農機異への投資を

あげている。農家の投資は各年でバラツキがあるが，いま第二次減反以蔀の4年期と，第二次減

反に入ってからの4年間を比較してみるならば，土地の購入については，とび抜けて多い騒が前

者 (A)における 7-10ha層から，後者 (B)における 5-7  ha層へと移動していることがわか

表14 土地と農機具への投資と借入金

こ土 地緩入 農機呉 借年度入末金
水稲作付

A B A B A 

ha 
-2 11. 4(ム 7.1) 一(ム16.1) 3. 7 1.8 

2-3 3.7(ム1.6) 9.5(ム 3.1) 51. 9 21. 0 

3-5 62.7(ム 8.1) 13.6(ム10.1) 84.2 51. 1 

5-7 44.0(ム 2.1)144.0(ム34.8)133.8 106.3 

7-10 184.4(ム41.9) 47.3(ム 0.3)169.3 131. 7 

平均 40.8(ム20.6) 22. 1 (ム13.7) 87.9 49.6 

(注) 1. r形態]jIU
2. A は1974-77年度平均， Bは78-81年度平均

3‘ ムは土地の売却を示す
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1. 354 
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資う金ち割財政合

A B 

9ぢ 9ぢ
28.4 18.3 

20. 1 13. 7 

49.5 42.6 

37.2 42.8 

48.3 69.3 

41. 0 38.2 

各層調査平均1万円

指数 農家経済余剰

B/A 1977 79 81 

176 77 91 73 

200 131 80 ム 76

177 126 84 ム 96

224 145 86 ム113

151 471 194 ム137

161 139 93 ム42

25 



26 教育学部紀要第45号

る。前者iとおいては稲作は上向局面(事実上は，第一次減反からの回復過程)にあり，とくに富

農層における規模拡大志向があらわれていると言えるが，分解の掛iと立たされていた 3- 5 haの

中農下層においても相対的に土地購入が多くなっていることは留意しておくべきであろう。 Bの

時期において2-7 ha層の土地拡大が目立つのは， Aの時期における 3-5 ha層の動向が一段上

の!習に移動したものと解釈できょう。すなわち， Bの時期になると事実上，分解基軸は 3haから

5 halζ移っていると考えられ，そのζとが5-7 ha爆の土地移動ぞ促追していると言える。こう

した局面において，富農的というよりも中農上層的な層lと転化しつつある 7-lOha層が，土地へ

の投資を手控えているのと対照的である。

農機呉への投資については， Aの時期においても Bの時期においても，規模が大きくなるほど

投資額が増えており，階層聞に大きな格差がある。しかし， Aの時期からBの時期にかけては，

すでにみてきたような稲作農家をとりまく条件の変化に規定されて，農機呉への投資は全体とし

て44%も減少している。このように，土地についても農機具についても，稲作農家の投資は第二

次減民政築下で大幅に減少しているのにもかかわらず，借入金の方は，とくに上層農家において

急増し， 5 ha以上の膚では 1，300万円台にものぼっている乙とが桟自される。乙れらの借金の多

くは財政資金κよってまかなわれ7ている。乙の一方，乙の聞における農家経済余剰は急速に減少
し， 81年iとはついに 2ha以上のすべての階層においてマイナスとなっている。借入金の返済はま

すます困難1となっている，というより，乙のような状態が続くなら不可能になっていると言える

のであるo

以上でみてきたように，農機呉への投資を先行させ，そのより効率的な利用をはかる乙とによ

って下向分解の危機を脱するために土地拡大に向かった 5-7 ha腐と，どちらかと言えば土地拡

大を先行させ，その後も継続的な農機具投資を行っている 7-10ha層が対照的な動きをしている。

しかし，その違いはあれ，第二次減反開始以前から穣極的な投資，しかもかなりの部分を f不生

産的j投資としての土地購入に向けてきた上層農家が，その借入金を返済し，投下資本の回i肢を

行う以前IC，すでにふれたような第二次減反政策下の厳しい経済条件の中に突入してしまい，そ

の結果， I資本J生産性を急務させ，借入金を急増させる乙とになったものと言うことができょ

う。乙れまで検討してきた他の指標とあわせて， 1970年代半ばにおいては中農上層ないし富農属

であった上層農家の不安定性，土地生産性や f資本j生産性の低位性が，諮章で確認したような，

第二次減反政策下の稿作農民における，少なくとも稲作規模別にみた場合の「中農標準化j領向

をもたらした大きな要因であったと言う乙とができょう針。

i~ 

1)乙の点については，拙論 f最近における上!醤農の性格と展開条件JC潟西農業経済学会『農林業問題研

究』第50号， 1978)会参照されたい。同じζとは，後述の世帯員 l人当り家計費についても震える。筆

者が本稿で北海道の稲作農民の分解を都府県でのそれと比較・対照させながら特徴づけようとする時，

本穏での直接的な分析の他iζ，ζの拙論での分析結果をも意識している。

2)すでに，乙のような視点から日本における企業的家族経営形成の問題点を論じていたものとして，吉田

六)1援「農業機械化新段階と近代自営農の形成Jcr長賂金融』第23号， 1968)などがある。
3)冷害との関連で北海道稲作の生産力的・経営的問題点を実証的iζ示したものとしては，七戸長生「冷害

と経営構造一冷警に強い経営の存立慈盤-J cr，農業経営研究j第19巻3号， 1981)が参考になる。
4)ζζで筆者は「農家経済調査JC農林水産省)Iともとづき，米を中心とした経営をおζなっている農家

(稲単一経営)の農家経済の動向を検討してきたのであるが，七戸長生「北海道の穏作と府爆の稲作j

d農業構造問題研究』第 132号， 1982)は， r米生産費調豪JC向上〉の結果も加えて，北海道稲作の動
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向と特徴そ経営学的視点から分析していて興味深い。そ乙では「規模の大きさと反収の高さJIζ規定さ

れた北海道穏作の話番底的コスト競争力の高さが強認されている (p.103)のであるが「農業経済調査」

と「米生産費調査Jの対象農家の違い，対象年度の特徴などの点は捲くとしても，少くとも本稿のよう

に農家議階層の動向と関連づけて検討しようとする場合，稲作部門だけでなく稲作農家経済全体を対象

とした「農家経済調変jの分析が霊視されるべきであろう。七戸氏も「農家経済調査jの数値の分析に

おいては， 70年代後半lζ稲作農家の「経済状態がかなり奮しくなっている ζとj旬。 110)を確認してい

る。

V.稲作農家諸階居の対蕗

乙乙では， IVで明らかにしたような第二次減反政策(水器利用再編対策)下の稲作農家経済の

変化の過程における諸階層の対応を，さらに①土地利用，窃土地移動，@労働力と機械利用，④

集団補完の変化の4つの側面から検討を加える乙とにする。

1.土地利用

27 

第二次減民政策下の土地利用lζ最も大きな変化を与えた要閣は，言うまでもなく，水面利用再

編対策そのものである。そ乙でまず，各層農家の土地利用の検討に入る前iζ，稲作転換の動向の

特徴を(表15)によってみておこう。水田利用再編対策下に入ってからも転作面積は増加を続け，

82年は78年の約4割増しとなっている。転作率iとして実!C45%である 1)。

1978年から81年までの転作面積の増大は，ほとんど特定作物によるもので， 81年には転作面積

の85%を占めている。転作面積の拡大に，転作奨励金のあり方が強く作用している乙とがわかる。

特定作物の中で，第二次減反の当初において圧倒的地位ぞ占めていたのは飼料作物であり，よく

知られているように，その中にはし、わゆる捨て作りもかなり含まれているものと思われる。しか

し，その後は麦作が急速に増大し， 81年iとは鯛料作を上まわるに到る。麦作はとくに政府の奨励

があったためというより，その機収的・労働組放的性格が好まれて農家に選択されたといってよ

い。 82年には， ζの麦作と舗料作で特定作物の8割を占める。しかし， 81. 82年のように稲作農

家経済が悪化してきている時期においては，一定額におさえられた転作奨励金収入よりも，より

収益性の高い作物，すなわち一般作物の野菜や小豆が急速に増大してきている乙とに注目してお

く必要があろう c

このような稲作転換の動きは稲作農家諸階層の経営組織を変化させているものと考えられる。

いま， 1980年段階の稲作農家の経営組織の特徴を，稲作が販売農業部門の第 l位および第2位の

農家における，第2位ないし第 1位の組み合わせ部門別農家構成比として示せば(図8)の通り

表15 稲転換作物の作自別謝穣

単位:千ha

特
合計

定 作 物 永年 般作物等

小計 館料作 麦類 大豆 てん菜 そば 作物 小計 野菜 小豆

1978年 86.2 70.3 41. 3 12.3 5.2 4.3 7.1 0.25 15. 7 7.0 8.2 

79 90.5 75.4 37.4 20.9 8.2 4.5 4.4 0.11 15.0 6.9 7.6 

80 109. 7 96.3 40.5 35.2 9.9 6.7 4.0 。司 10 13.3 7.2 5.4 

81 119.1 101.5 37.3 42.5 9.6 3. 1 3. 1 0.05 17.6 8.3 8.3 

82 119.2 75.9 37.8 39.3 8.0 7.6 3.2 0.04 23.3 9.5 12.4 

(注) 道重量務部調べ
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隠8 稲作との緩み合わせ部門別農家数構成比
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である。第2次減反政策の展開にもか

かわらず， 7.1<稲収穫7haまでの各層に

おいて「稲のみjの農家が最も多く，

稲作の規模が大きくなるほどその比率

は増大する。しかし，乙の時期に作付

が急速に増大しつつあった麦は，稲作

規模が拡大するにしたがって急増し，

7 ha以上層においては f稲のみjの農

家の比率を上まわっている。省力的な

変が上層農家iととり入れられる乙とに

よって作付を拡大してきた乙とがうか

がえるであろう。

その他の作自については， O.5-5ha 

までの一定の階層をピークとして，稲

0.1ha 0.3 0.5 2 3 5 7 10ha 作規模が拡大するにつれて比率が減少

; ; ; ; 110 1 する傾向がある。それらのうち稲作と

水稲収穫部機 の組み合わせが最も多いのは雑穀・い

も・まめ類であるが，そのピークは 2-3 haの(稲単一経営では)貧農上層に相当する階層であ

る。次いで野菜が多いが，そのピークは 1-2 haの貧農下層である。土地面積が少ないこの属と

その前後腐が，集約的で，反当り収益性の高い野菜をとり入れる乙とは哲宵されよう。しかし，

麦とならぶ転作物である飼料作物と結びついているはずの大家畜が0.5-1 haの最下層に近い層

でピークになっていることは，どのように理解されるべきであろうか。 1つは，大家畜を飼養す

る稲作農家が水聞の大半ぞ転作にまわしてしまった乙とが考えられる。しかし，大家畜との組み

合わせ農家の比率のこのような低さでは，すでにみたような，飼料作物の転作商積との聞に大き

なギ、ヤツフ。があると言わざるを得ない。最後に，工芸作物については，そのピークが3-5 haとな

っており，中農的!性格の強い階層iζ導入されていると言える。

このように，稲作と組み合わされるのがどの作物・畜穏であるかによって，かなり明確に階層

的差異がみられると寄ってよい。もちろん，乙の乙とは，転作の援開についても，作自・畜種に

よって大きく階!習性が巽なることを示唆している。乙の点を， (関9)の水稲作付規模別転作農

家率の違いによってみておこう。 l戸当り転作面積は 3haまでの，貧農iζ棺当する階層において

は大きな差違がみられないが，それ以上の階層については水稲作付規模が増大するほど転作面積

も増大しており，とくに 7.5ha以上層における転作面積の大きさが、注目される。つまり上層農家

は稲作経営においても転作物の経営においても上層農家となっているのである。

麦類については，やはり，水稲作付規模が増大するほど転作農家が増大するという上層農家的

作自である乙とが暁瞭iとあらわれており， 3 ha以上の中農相当以上の農家で1土他を圧倒して多い

という乙とが示されている。乙れと逆iと，水稲作付面積が少ないほど転作農家率が高くなってい

るのが，もう一つの代表的転作物である飼料作物である。下層農家は， (図8)の稲との組み合

わせ部門別農家割合における大家畜の比喜界からうかがえるように，無膏農家の転作，中lと

は捨て作り的なもの会かなり含む転作がみられる乙とが想像される。乙れと河じような傾向が

みられるのは大豆であるが，大豆においては 2-3 ha層にピークが存在する。野菜についても 5



-7.5 ha層までは規模が大きくなるほど転作

農家率が低下するという傾向がみられると

つでもよいかも知れないが， 7.5 ha以上の上

層で転作農家率が最も高くなっている ζとが

注目される。 ζの!麗においては土地改良をす

る農家の比率が他階騒と比べてかなり高くな

っていることとあわせて，省力的な大面積消

化型の転作をすすめてきたこれらの層も， 80 

年代に入って，本格的iζ転作にとりくんだり，

より収益性の高い作物を導入したりする動き

がみられるようになってきたことを示してい

るものと言える。

(陸9)では階層思分の基準として水稲作

付規模をとってきたが，これは必ずしも農業

経営全体の階層区分をする場合に適切な指標

とは言えない。そこで(図10)では同じ転作農家率を経営耕地規模別にみておく ζとにしよう。

この留によれば戸当り転作閥穣は経営耕地規模が大きくなるほど増大し，それもほぼ一盛線

に増大しているO 経営耕地の大きさが転作面積を規定していると雷ってよいであろう。しかし，

転作農家率についてみると，とくに1-15haの各!蓄においては， (関9)でみたような明瞭な傾向

を必ずしも読みとることはできなし、。例外的なのは麦類で， 10haまではやはり上層作目的性格が

はっきりしている。しかし， lOha以上になると麦類の転作農家主容は低下してくる。かわって， 10

-15ha層では「その他Jや大豆，野菜の転作農家率が増大し， 15ha以上層では鋸料作物の転作農

家率が他を圧倒するようになる。つまり， 15ha以上になると畜産農家が多くなり，かなり実質的

な飼料作への転作がみられるようになってくるのである。乙れに対し， 1O-15haではなお耕穣部

門を中心とした経営が中心であり，そ

の中に(鴎9)でみたような，上層農

家の新たな転作対応の動きがみられる

と言う乙とができょう。

以上のような稲作転換の動きの結果

として，第二次減反政策下における北

海道稲作農家の土地利用の特徴と，そ

の措層的性格はどのようにあらわれて

いるのであろうか，この点を(表16)

によって整理しておく ζとにしたい。

北海道の稲作農家の l戸当り経営耕地

面積が，東北や北陸などに比べて格段

に大きいことは確認するまでもなかろ

う。乙乙でまず指摘しておきたいこと

は，経営耕地の中iζ出める留の面積の

割合，すなわち回率の高さである。会
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稲作農家の土地利用

1戸当り 回の借入 留の貸付 稲 転作 主な作物の収穫(裁第)面積構成比各層=100
自率

経営耕地 農家率 面積 農家塁手 話積 農家率 面穣塁手 穏 変類 雑穀いも fi.類 工芸作物 野菜類 飼料作物

北海道 5.5ha 76.39ぢ 7.79ぢ 1.4ha8 分 1. 59ぢ 1.5ha9 分 68.0 20.5労 60.5 8.3 5.4 7.2 2.8 4.4 10.6 

0.1-0.3ha 3.4 27.5 5.3 0.48 3.5 1. 28 42.2 67.9 6.9 9.5 14.6 14.3 8. 1 10.8 32.6 

0.3-0.5 3.9 27.3 4.2 O. 77 2. 7 1.14 42.8 _55.2 10.6 9.8 14.0 13.3 8.3 11. 2 30.2 

0.5-1 3.9 40.2 5.0 0.97 2.5 1. 40 52.3 45.4 20. 1 8.8 12.3 12. 7 7.1 10.9 25.8 

1-2 4.0 60. 1 5.5 1. 09 1.9 1. 41 64.6 30. 1 40.6 8.8 9. 1 10.1 4.6 8.4 17.3 

2-3 4.5 77‘2 6.8 1. 23 1.2 1. 59 73.4 20.9 60. 7 7.7 5.3 7.7 2. 7 4.6 10.8 

3-5 5.9 87.4 9.2 1. 40 0.8 2.04 77. 7 17.0 73.0 7.4 3.3 5.9 1.6 2曹6 5.9 

5-7 8.1 92.2 11. 8 1. 85 O. 7 2.88 78.9 15.6 78.6 8.1 2. 1 4.6 O. 9 1.5 3.9 

7-10 10.8 93.5 11. 5 2.42 0.5 2.53 77.3 15.3 79. 7 8.9 2.0 4.0 0.8 1.0 3.3 

10- 15.6 95‘O 14. 1 3.02 0.9 2.50 79.3 2.4 90.9 11. 6 1.7 2.5 0.2 O. 7 2.3 

東 j七 1. 31 70.5 8. 7 0.37 4.2 0.38 42.0 6.4 72.6 1.3 1.6 3.6 2.8 5.2 5.5 

2 -3ha 2.91 90.9 11.7 0.65 5.4 0.43 63.5 5.2 86.3 O. 7 0.9 2.5 0.8 3.5 3.4 

3-5 4. 17 93. 7 17.2 1. 00 5.9 0.46 63. 7 4.9 89.2 0.9 0.6 2.0 0.5 2. 7 2.9 

5- 9.81 97.7 15.1 1. 97 3.4 0.61 79. 1 24.8 72.5 20. 7 0.3 3‘2 O. 1 1.4 1.5 

j七 陵 1. 04 90.6 21. 4 0.33 9.4 0.30 45.6 4.3 87.0 0.5 1.2 1.7 1.2 5.1 1.0 

2-3 2. 72 94.5 36.0 0.64 7.1 0.25 68.2 4.3 90. 1 0.6 O. 7 1.4 0.6 3.9 1.1 

3-5 4.03 95.4 61. 4 1.19 5.4 。‘25 69.9 4.2 90. 7 0.9 0.6 1.2 0.5 3.8 0.9 

5- 6.92 96.5 75.0 2.95 5.6 0.36 78.0 4. 7 90.8 2.0 0.5 1.2 0.5 3.4 0.8 

表16

F経営部門別JI(1980) 
穏転作は過去 1年間稲以外の作物を作った宙iζ関するもの

(注) 1. 

2. 



減反政策下における北海道穏作農民の分解とその性格

体としても，また，陪規模の稲作農家を比較した場合でも，北海道の出率は東北のそれにかなり

近くなっている。次に， aの借入についても戸当り借入面積ではもちろん東北や北睦をかな
り上まわっているのであるが，借入農家率でも，農地の賃貸借の進んでいる北陸には遠く及ぼな

いものの，東北の水準にはかなり近づいている。しかも稲作規模が大きくなるほど借入農家率も

1戸当り措入面積も大きくなるという傾向がはっきりあらわれている。これは，後述する農地移

動の最近における特徴とあわせて検討されなければならない。聞の貸付農家はわずかであるが，

規模が小さいほど貸付農家主容が高まるという傾向がある。ただし戸当り貸付面積は規模が大

きいほど大きい。

ここで稲の転作の状態をみれば，転作の農家率でも面積率でも東北や北陸をかなり上まってお

り，北海道における転作の影響の大きさが示されている。このうち農家率は稲作規模が大きくな

るほど大きくなっているが， 3 hC1以上層ではほとんど変わらないと言ってよい。と乙ろが，面積

率号をみるならば逆に，稲作規模が小さい農家ほど高くなっている。もちろん，乙の数字を読むと

きには，田の面積が一定であれば大きな転作をした農家ほど稲作は規模が少くなるという事情も

考慮する必要があるが，転作の実施は，決して「一律減反jと雷われるように農家に同じように

諜せられたものではなく，明瞭な階層差をもって援関されたということに注目する必要がある。

このことは東北や北陸の面積率のバラツキと対照させてみるならば，かなり北海道的特質のもの

として考える必要がある O

最後iζ，主な作物の収穫ないし栽培面積の構成比を階層別に検討してみる乙とにしよう。稲作

の位置は，北海道，東北，北障と一段階づっ上がっている。階層別にみるならば，上層iとなるほ

ど稲の比重が高くなっている O 東北の 5hC1以上層で稲が7割余りにまで落ちているのは，乙の層

では麦が普及し，収穫麗積の 2割を占めるまでIl"t至っているからである。北海道の麦類の故穫面

積率は 3-5 hC1層をボトムとして，それ以下とそれ以上の層で増加する傾向があり，最も高くな

っているのは10hC1以上層で、ある。その他の作物の収穫面積率は下層ほど高くなっているが，とり

わけ飼料作物の蕗積率が高い乙とが控目される。乙れらの数字は， (図8)でみたような経営組

織のあり方とあわせて理解されるべきであるが，少くとも 3hC1以上の中農相当以上において，水

稲モノカルチュアーを打ち破るような輪作体系や田畑輪換などの新しい農法への動きはなお微弱

であると言わざるをえない。

ところで，乙の表を稲作農民の分解という視点からみると，注目されるのはやはり閏の貸借の

状態であろう。とくに田の借入に明確な階層差があらわれてきていることは，都府県における稲

作農民の土地移動が土地の賃貸借を中心に展開してきている乙とが指摘されてきているだけに，

土地移動全体の中で改めて位置づけしてみる必要がある。

2. 太地移動

いわゆる高度経済成長下における北海道の農民分解は，一方における離農の多発と，他方にお

ける離農跡地を購入して規模拡大をはかる上向農家との対照に典型的に示される「北海道型農民

分解2)Jを特徴としていた。したがって，北海道の農地移動は売翼を中心に展開し，それは都府

県においては第一次減反期iと賃貸措を中心とした移動に転化3)しでもなお，続いていた。しかし，

70年代も後半iζ入ると北海道でも酪農地帯を中心iζ農地の賃貸借が拡大し4)それは稲作地帯iとも

波及しつつある。

そこでまず，稲作地帯における農地移動の最近の特徴をみるために(表17)をあげよう。乙乙

31 



32 教育学部紀委第45号

表17 経営耕地を増加した農家数と函穣(札幌地区)

100戸， 100ha 

購 入 借 入 返 還 飼墾等 その他 メ口'- 言十

1973年 17.8 1.6 1.0 1.6 2.0 24.0 
農 76 34.2 7.5 5.5 2.5 3.0 52. 7 

家 78 10.5 18.4 6.0 4.0 38.0 

数
80 10.7 18.4 1.7 3.6 1.4 34.4 

81 10.9 17.0 0.3 3.0 1.9 33. 1 

街
78年 41. 4 30.0 0.8 6.0 1.2 77. 7 

80 38.5 78.6 3.4 10.1 0.5 130.1 
積 81 28.6 40.4 0.3 3.9 2.1 76.9 

(注) 1. r農業調査』各年
2 農家数はま愛引増加のあったもの

で言う「札幌地毘JIとは石狩，き主知，上JII.留萌の各支庁が含まれ，北海道の主要稲作地帯を代

表していると考える乙とができる。表に明らかなように，第二次減反以前においては，経営耕地

を増加した農家の圧倒的部分が購入という方法によっている。しかし第二次減反が開始された78

年iとは購入によって増加した農家を借入によって増加した農家が上まわり，その傾向は最近まで

続いている。増加した面積においては.78年にはまだ購入が借入より多いが， 80年には借入が急

増して購入の2倍以上となり，その後も購入をかなり上まわっている。北海道の稲作地帯でも土

移動の中心は購入から借入に大きく変化してきていると雷えるのであるが，都府県においてはそ

うした傾向が，第一次減反政策の緩和されていく局面において発生しているのに対して，北海道

においては，減反政築が新たに強化され，稲作農家経済が，冷害も加わって大きな打撃をうけて

いる過程で，しかも急速に緩関していることが大きな特徴であると言える。

ところで， c表17)は経営耕地全体についてみたもので，必ずしも田の借入の増加を直接に示
すものではない。そこで(図11)によって回の鑓地面積と農家数の動向を確認しておく乙とにし

よう。周知のように借地師穣の実態安正確に把握する乙とは，農地法による規制の下で「違法j

ないし「ヤミ」の措地が存在すること，借地そのものの規定が議負耕作などとの関連で必ずしも

徹底できない乙と，などがあってかなり国難である。乙乙では「農業調査」の数億を中心iとしな

がら，それに「北海道農業慕本調査Jと「農業センサスjの数績を重ねあわせてみた。

「農業諦査JIとよれば，それまで増加傾向にあった田の借入農家数も徴入閣積も，第二次減反

政策の開始された当初は減少し，その後も停滞していると言える。乙の第二次減反政策直後にお

ける回の借地の減少は，転作奨励金を受けるための銅人別転作面積の確定の際，奨励金の帰属を

土地所有者にするためにはそれまでの貸借関係を，少くとも形の上では解消せぎるを得なかった

という事情が反映しているものと恩われる。しかしながら，新たな転作政策の拡大は，転作奨励

金を事実上の地代として媒介させることによって，聞の借地を拡大する条件ともなりうる。そこ

で改めて.r農業調査JIζ比べて倦池の把握率が高い「基本謂査jや，農家悉皆調査による「農
業センサスjの数値を検討してみると，田の借地は第二次減皮政策下においてかなり増大しつつ

ある乙とを推定できるであろう。

こうした全体的な動向をふまえて，主要稲作地帯を含む cr農業調査」の)r札幌地区Jをとり，
改めで田の貸借の関連をみれば(表18)のようである。経営耕地全体についても，また，農家数

についても酷穣についても，第二次減反政策下において借地が増加傾向にあると言う乙とができ
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表18 耕地借入農家数と頭積(札幌地区)

経営耕地借入 うち回借入 回貸借率

農家数 面積 l 戸当り 農家数 面積 同1戸当 農家主幹 面積率

6，670戸 12，098ha 1. 8ha/戸 3.680 4.123 1.12 7.7% 2.0 

7，960 18，993 2.39 4.830 7，544 1. 56 10.3 3.6 

7.550 18，893 2.50 4. 180 6.673 1. 60 9.4 3.2 

3.250 4.497 1. 39 1，360 2. 163 1. 59 2.9 1.0 

2.620 6.532 2.50 1， 600 4.004 2.50 3.6 1.9 

『農業認査』各年

るが.81年は80年iと比べて減少していることも控目しておくべきである。 81年には田の l戸当り

借地面積は，わずかに増大しているが，借地率は農家率でも題積率でも低下している。もちろん，

これが一時的なものであるか継続的なものであるかは断定できない。しかし，乙れと対象的な動

きを示しているものに80年から81年にかけての出の貸付農家数と貸付面積の増大がある。経営耕

地の貸付農家数は減少しているが貸付面積は増大しており，とくに田については農家数も面積も

1戸当り貸付面積もかなり増大している。乙れは借入農家数や借入麗積の減少と矛盾しているよ

33 
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うにみえる。そもそも，借入面積と貸付面積とにはかなりのギャップがある。

乙の点を主iと説明するのは離農家による土地の貸付の存在である。北海道においては離農すな

わち土地の売却という形態が多かったのであるが，一方での構造的不況，しかしながらその中で

確実κ深化している震労働者化という状況の下で，離農の形態もかなり奥ってきている。(表19)
によって，乙れをみてお乙う。東北や北陸，とくに北陸では離農する擦に土地を貸付していくも

のが圧倒的に多い。それが農地賃貸借を広汎に展鵠させている 1つの条件である。北海道，その

中でも「札幌地区Jは土地を売却したり転尽したりするものが多く，乙の 2つで全体の半数を超

える。しかし，最近では農地を貸し付けて離農するものが多く，売却を貸付が上まわるまでにな

っている。乙うした傾向と相互関連的なのが，離農の際の居住地の変化であり，北海道において

は，東北や北極ほどではないが，道外などの他地域に転出するものの割合が滅り，調査区内IC居

住するものがそれを上まわるようになってきている。乙うした離農家が農地を売却するより貸付

する傾向が強い乙とは言うまでもなL、。離農理出で最も多いのが f労力不足」である ζとは全国

的な傾向であるが，その中でも「あとつぎ不在jが多いのが北海道の特色であり，そのあとつぎ

と向居できないような往宅事情や所得的条件が「転出jすら拒んでいることも無視することはで

きないだろう。

さて， ζれまでみてきたような稲作地帯・稲作農家の農地賃貸借の動向が，どのような階層的

性務をもって展開しているが最後に間わなければならないだろう。その結果については(表16)

などでふれたので，乙乙では最近の水田の賃貸借の動向安規定している経済的条件について(表

署長19 離農家の耕地の処分方法と離重量理白

離農家lζ占める割合， 5ぢ

離農 耕地の処分方法 現在の居往地 離農理由

世帯 貸付 売却 転用 居区 住内 転出 労不 力足 うちあ 展望とつぎ な し

北 海 道 1，530戸 30.7 19.0 18.6 62. 7 37.3 50.2 27.4 18.3 

(うち札幌地区) (750) (35.3) (27.0) (27.0) (54.8) (45‘2) (41. 5) (20.8) (20.6) 

東 ::ft 5.914 53.0 12. 7 19.0 88.0 12.0 39.2 18. 7 22.0 
::ft 陵 4，771 79.8 5.3 2.2 91. 4 8.6 48.0 9.2 21. 0 

(注) r.農業調査~ (1982年)

表20 稲作生産の土地純収主主と所得

単位:10 a当り円

稲 作 付 平均 -0.3 
0.3-
0.5-1 1-1. 5 1.5-2 2-3 3-4 4-5 5-0.5 

(1)反収 (kg) 537 540 527 500 485 463 545 536 551 5341 
一 (2)土地純i双主主 40，025 陣13，116 31， 855 3，244 4，062 22.593 24，914 42，608 50.474 41， 537 
七九 (3)稲作所得 79，283 67，438 77，231 76，035 61， 291 63.265 72， 753 82.073 91. 376 76.641 

年九 (4)実勢地代 23.863 33， 152 33. 152 1，自0035， 196 12.942 
(5)=(2)十償却費 67，906 31， 605 35，367 17，313 29.499 41，565 54.538 68，646 77，393 70，847 

一 ( 1)反収 (kg) 541 525 545 523 524 536 517 561 543 
九 (2)土地総収益 56，543 33.319 23，805 40.474 49.771 42.209 52. 184 63，699 60.892 
七
四 (3)稲作所得 80， 767 71. 465 73，911 81， 321 78.901 78.975 82，644 92.604 88， 180 
年 (5)=(2)+僕却費 70， 152 57， 764 50，881 53，480 63，772 55，917 65.404 76，818 74.496 

(注) r米生産費調査J(農水省)各年
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20)によって検討しておく乙とにする。 水田地帯の農地震貸借の動向が農業構造の変換をもたら

すものであるか否かについては，水田以外の畑地などでの震貸借や，転作奨励金を前提とした転

作田の貸借というより，水稲の作付をする水田そのものにおいて貸借関係が成立する条件がどの

程度形成されているかによって規定される。乙乙では，そうした場合にしばしば問題iとされる水

稲作における収益性の階層賠格差安考察しておくものである。
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収益性からみた農地震貸借の条件は，下層の稲作所得を上層の土地純収益が上まわる乙とであ

るとされている 5)。いま，減反政策下において稲作農家経済が最も好条件下にあったと考えられ

る1974年と， ζれとほぼ同じ茂収であった79年の場合を検討してみるならば，両年ともにそうし

た条件は形成されていなかったと蓄える。もし，貸借関係が成り立つとしたらば，上層農家が機

械や設備などの減価償却を全く顧慮せず，償却費を土地純収益iと加えて対応した場合のみである。

しかし，具体的な賃借関係は，上述のような意味での収益性格差が形成されなければ展開しえない

わけではなしすでにみたように，現実にこの間における借地関係は拡大している。そ乙で実際

に支払われている実勢地代をみるならば，高くても 3.5万円まで，すなわち，乙の時期の米価水

準を前提iとするならば玄米約2俵に総当する。乙の水準ならば稲作は 3ha以上の各層の土地純収

主主によって支払うことが可能となるわけである。

しかし.J.kaの貸付を増大させているとみられる 2ha以下の下層農家にとっては，乙の実勢地
代は稲作所得の半分でしかない。つまり，稲作をお乙なう乙とを前提とするならば稲作所得が半

減するということを承知のうえで貸付けざるを得ないということになる。したがって，貸借が成

立するとなれば，明らかな収入の減少を覚悟のうえか，他iζ収入機会がある場合か，あるいはそ

のギャップを転作奨励金(ほほ下層の稲作所得と実勢地代との絡差部分iと相当している)によっ

て埋められるか，のいずれかの場合でなければならないζとがわかる。乙の乙とは，現実iζ震関

している水田の賃貸借が，かなり政策的に促進されているという性格を示し，多くの場合，とり

わけ下層農家における経済的損失と負担をともなって展開されている乙とを示唆するものである。

もちろん，土地を借りようとする上層農家の経済状態にも重大な問題が含まれている乙とは，す

でにふれたとおりであるめ。

3. 農業労働力と機械化

第ニ次減反政策下の北海道稲作農家の対応について，次iと，農家の就業状態の側面から検討し

よう。農家の就業状態を麗定するこ大要因はつに農家にとっては外的条件として与えられる

地域の労働市場の変化であるが，もう 1つは，農業機械化の進展度合である。そ乙で，ここでは

農家の就業状態とあわせて農業機械化の最近における特徴も検討しておくことにしよう。

まず，北海道稲作農家の階層別にみた就業状態を総括的iζ示すものとして(表21)をあげよう。

最初に，専兼J.lIJ農家割合をみておくならば，都府祭における稲作農家の専業農家率の低さと，第

E種兼業農家率の高さという特徴が，東北や北陸といった農業地帯においても，とりわけ北控に

おいてはっきりと示されている。乙れに対して，北海道における専業農家率の相対的高さと，第

E種兼業農家率の低さは，都府県との簡になお霊的な格差があると言ってよし、。とはし、え，東北

や北陸ばかりではなく北海道においても. (表 3)Iと示した1970年時点の数値に比べてみるなら

ば，減反政策下における兼業化の動きがきわめて急であることがわかる九北海道の場合，とり

わけ注目されるのが第 1種兼業農家率の増大であり.80年には約5割を占めるに至っている。特

に高い比率となっているのは 2-7haの中農および貧農上層に相当する階層においてであり，乙
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就業状態別世帯員と自家農業労働力

白家就農業のみ 自家農業主 その他主 その他のみ 農業専従者率 者齢化率 農業磁時層
ゆ

手伝い 専兼7.lIJ農家割合(業) 手間替え

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 農家塁手で;延人数農家率延人数 専業 I兼 E兼北海道 O.人関分 54.7 96 21.9 96 51.9 % 人17分 9ぢ
人12分1. 26 0.29 0.08 0.32 0.11 0.08 0.10 54.3 19.5 12.0 36.8. 49. 7 13.5 

0.1-0.3 0.66 0.99 0.10 0.05 0.49 0.23 O. 15 0.11 42.9 42.0 28. 7 23.9 33.9 55 19.0 15 12.9 10 33.0 19.3 47.5 

0.3-0.5 O. 75 1.11 O. 12 0.06 0.47 0.20 O. 13 0.10 48. 1 49. 1 27.2 22.8 44.2 56 24.8 15 16司O 12 34. 1 25.6 40.2 

0.5-1 O. 76 1.15 O. 14 0.07 0.46 0.17 O. 12 0.10 48.3 52.5 26.6 21.7 52.1 53 26.2 16 16.0 16 34. 7 30.9 34.4 

1-2 O. 78 1.19 0.20 0.08 0.43 O. 12 0.09 0.10 49.2 55.5 23.9 20.0 54. 7 52 23.4 15 14.0 12 34.0 47. 1 18.8 

2-3 O. 78 1. 22 0.31 0.10 0.35 0.10 0.08 0.11 51. 4 54.6 19. 1 18.5 54. 1 51 22.0 15 11. 3 11 31. 6 61.7 6.7 

3-5 0.92 1. 34 0.41 0.09 0.25 0.09 0.06 0.09 56.2 56. 1 19.6 18. 7 51. 9 49 24.5 17 10.2 11 35.5 63.9 1.4 

5-7 1.10 1. 44 0.41 0.08 O. 15 0.05 0.04 0.08 63.9 55.6 19.3 18.4 53.3 55 24調I 21 9.9 12 44.5 54.8 0.6 

7-10 1. 35 1. 52 0.34 0.05 0.09 0.03 0.03 0.06 68.9 57.4 18.4 17.2 61. 5 68 23. 1 22 10.6 14 55.8 44.0 0.3 

10- 1. 57 1. 62 0.22 0.04 0.05 0.02 0.02 0.07 73.4 55. 7 19.7 15.2 73.0 90 20.0 32 10.5 14 68.4 31. 6 

東北 0.43 0.87 0.24 O. 12 0.84 0.41 O. 16 O. 16 26. 1 27.3 18.4 17.1 20.6 26 14.5 13 11. 8 10 8.5 35.1 

2-3 0.66 1.13 0.53 O. 19 0.58 0.28 0.08 0.11 40. 1 33. 1 16.9 15.0 20.2 33 10.1 17 10.0 12 11. 7 80.4 7.8 

3-5 0.82 1. 25 0.64 0.21 0.37 。調 19 0，07 0.09 52.2 40.4 17.2 14.5 23.自 38 9.5 20 10.0 13 18.5 79.2 2. 1 
5- 1. 16 1. 38 0.38 0.11 O. 17 0.08 0.05 0.05 69.4 54.8 15.9 13.4 63.0 114 8.4 20 13.4 17 49.8 49.3 0.9 

北陸 0.31 O. 72 O. 15 0.10 1. 03 0.60 O. 14 O. 17 13.2 13.6 21. 2 23.0 14.8 16 9.4 7 6.9 7 4.2 20.5 75. 1 

2-3 0.54 0.96 0.51 0.27 O. 71 0.44 0.11 O. 16 37.4 31. 5 18.3 21. 6 11. 0 28 3.4 10 4.6 11 6. 1 76. 1 17.9 

3-5 O. 71 1.10 0.69 0.36 0.43 0.31 0.09 O. 15 53.3 42.5 18.1 21. 8 16.5 33 3. 7 10 6.9 11 10.7 84.9 4.4 

5- 1. 01 1. 32 0.66 0.31 0.24 0.20 0.07 O. 12 66.0 52. 1 18.9 23.4 37.0 62 9.5 7 13.0 13 20.9 75.0 4. 1 

袋21

f経営部門別j(1980年)

農業専従者率は自家農業従事者のうち，自家農業従事150B以上のものの割合
老齢化率は自家農業従事者のうち60歳以上のものの都合

(桟) 1. 

2. 
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れらの!欝における不安定兼業就業の傾向をうかがう乙とができる。専業農家率が5割を超えるの

は， 7 ha以上の富農相当層だけである。

専兼別農家割合はあくまで家を単位とした就業状態を示すものでしかないので，次iζ，農家世

帯員の就業状態安，自家農業と「その偽Jの底別において検討しよう。乙乙でも，北韓，東北，

北海道のJI損に自家農業への就業が高まり， rその他Jへの就業が低下していく乙と，とりわけ，
北海道における「自家農業のみJ就業する世帯員の数は，東北，北陸との隠iζ大きな格差が存在

している乙とがわかる。しかし，それにもかかわらず，男子の「自家農業のみJ就業者は平地で

すでに，家族協業が成立する条件としての 1を割ってしまっている。それを階層別にみると，男

子就業者が lを超えているのは 5ha以上の中農上層相当以上の層においてであり， 3 -5 haにお

いては中農的性格を維持する乙とがすでに国難となっていることが，乙こでも示されていると

える。次に男女別にみるならば，男子については， r自家農業主jを策1種兼業， rその他主jを
第E種兼業とダブらせてみれば，ほぼ毒事兼別農家割合でみた傾向と同様の傾向をみることができ

る。しかし，女子については，なお「自家農業のみjのものが圧倒的に多く， r自家農業のみJ
の女子世帯員はいずれの階層においても男子を上まわっている。とくに， 3 -5 haの中農下層相

当以下の各層iζおいては，女子が家族農業にあける中心的地位を占めているのではないかと恩わ

せるものがある。農業専従者率についても， 5 ha以上層になればやはり男子の方が高い乙とはは

っきりしているが， 0.3 -3 haの各暗層においては女子の方が高くなっている。また，農業専従

者率は，男女ともに北陸，東北，北海道の11聞にかなり高くなっていくが，老齢化率については，北

海道は北睦よりは低いが，東北よりも高くなっている。そして，北海道のどの階層においても，

女子の老齢化率は男子よりも少し低くなっているのである。
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家族農業労働力の檎充的労働力としては，農業臨時様と，ゆい，手指替えおよび手低いに区分

して考える乙とができる。北海道における鶴時雇依存度は，農家率においても延人数においても，

東北，北陸よりかなり多い。しかし，乙の数字を(表6)でみた1975年時点のものと比べると北

海道の稲作農家の農業臨時麗は農家率でも人数でもかなり減少していることがわかる。ゆい・

間替えや手伝いの利用は，農業臨時緩に比べると少ないが，北海道では，ほぼ全階!習にわたって

伺じような農家率でゆい・手間替えの利用がかなり多くなっていることが控目される。ゆい・手

間替えの延人数は，さすがに上層農家になると増加する傾向にあるが，乙れに手低いを加えると，

どの層でも 3分の l以上の農家が，労賃支払いを伴わない乙れらの補充的労働を利用しているこ

とは，北海道の 1つの大きな特徴であると言う乙とができる。

さて，以上のような兼業深化の過程の中で，なお雇用労働力の減少が続いているのは，躍用農

家の儲からみた農業労賃の相対的高さもさることながら，農業における機械化の進展があっては

じめて可能になったものである。稲作における機械化lとともなう労働時間の変化については(表

22)が明瞭に示している。減反政策の開始される直前の1969年から79年までの10年賠に， 10 a当

り稲作総労働時間は実に 6割近くも減少している。そして，乙の賠lζ総労働時間lζ占める雇

用労働時隈の割合(雇用率)は， 20%から 59ぢ弱にまで急減しているのである。北海道における

稲作労働時間の少なさは，都府県の同一稲作規模の労働時間と比較してみれば明らかであろう o

稲作労働時間の変化を作業別に検討してみるならば，総労働時間の減少が，関横，除草，刈取

・脱穀といった，これまで稲作において最も労働時間がかかると言われ，稲作における労働生産

性向上のボトル・ネックとされてきた作業における労働時間の急減によっている乙とがわかる。

このうち徐箪は主として除車期の使用が強く作用しているものと思われるが，田横と刈取・脱穀
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表22 稲作の主な作業別労働時間の推移

単位:lOa当り時間( )は康用率%

総労働時間 苗代 耕事基 地起 1.回植 除 草 か排 水ん 刈取・脱穀

1969年平均 105. 7 (20. 1) 6.9 5.9 25.7 (48. 2) 20.5 02.7) 8.3 27.807.6) 

うち2-3ha 107.9 8“2 6.4 25.8(41‘9) 20. 1 ( 8.5) 8. 7 31. 4 C18. 5) 
3-4 105.4 7.0 6.3 24.4 (47. 1) 19.5 ( 5.6) 8.6 29.7 02.5) 

4-5 111. 3 5.6 6盈2 26.0 (45.8) 24.6 05.0) 8.4 29.5 06.5) 

5- 99.9 7.9 5.0 26.0 (54.6) 18. 9 C18. 0) 7.2 23.5 (22.6) 

1974年平均 70.0 C13. 6) 8. 1 3.2 14.6 (42.5) 12.0 ( 5.8) 6.6 17.8( 9.0) 

1979年平均 44.2 ( 4.8) 7.2 2.8 7. 1 C12. 7) 6.2 ( 8. 1) 6.6 7.6(1.3) 

うち 2-3 ha 56.2 7. 7 4. 7 11. 7 6.2 10.1 8. 7 

3-4 46.6 7.5 3.0 7.4 6.3 7.2 8.4 

4-5 48.1 7.9 3.4 7.5 6‘1 8.0 7.2 

5- 36.3 6. 7 2.3 5.2 5.6 5.0 5.3 

都府県3ha以上 52.5 7.5 5. 7 7.2 6.5 8.5 8.8 

(注) r米生産費調査J，北海道

の二つの労働ピークにおける労働時間の急減は， (いわゆる「手抜きjによる労働時鶴の減少も含

まれるとしても8))やはり機械化の進展によると乙ろが大である。腫用労働の使用は，乙れら短

期に多くの労働を必要とする作業，とりわけ閉稿作業において多かったのであるが，まさに乙れ

らの作業における労働時間が急減する乙とによって，雇用労働時開もまた急減していったのであ

る。乙れに対して，苗代やかん排水といった，いわゆる管理的作業においては，労働時賠の減少

があまりみられないことも注呂しておくべきであろう。乙れらの労働時鵠は，田植，除草，刈取

・脱穀といった主要作業とほぼ同じ水準になっているのである。すべてを機械化できず，熟練が

必要な乙れらの作業の比重が相対的に上昇してきている乙とは，主要作業における機械化の進展

とともに，稲作労働の性格を大きく変えつつあると言ってよい。

乙乙で，稲作労働時期の急減をもたらした機械化について， (表23)の100戸当り稲作機械所有

台数によって， 1980年段階におけるその到達段階をみておこう。東北や北陸では普及慶がきわめ

て低い30馬力以上の大型トラクターについては，北海道ではすでに 3分の 1以上の稲作農家が使

用し， 5 -7 ha層では6割余り， 7 ha以上層ではほとんどの農家で所有しているものとみられ，

大型段階にあると言う乙とができる。田植機は東北や北陸の上層農家ではほとんどの農家に普及

しており，間一稲作規模においては北海道は乙れに少し遅れてはいるものの，すでに普及過程は

一巡したものとみられる。収穫については，東北では全体としてはコンパインよりパインダーの

所有がかなり多いが，上層農家ではコンパインが大半の農家に導入され，北陸では全体的にみて

もコンパインがパインダーを上まわりつつある。これに対して北海道では，全体的にはパインダ

ーもコンパインもほぼ半数の農家に所有されているが， 3 h日以上の農家においてはパインダーの

所有農家が減少額向にあり，これに対してコンパインは大半の農家に所有され，それも規模が大

きくなるほど増加する額向がある。それにしても，パインダーの所有台数が，完全にコンパイン

段階に移行してしまった北陸に比べて，なお高い水準iとある乙とは留意しておくべきであろう O

乾燥機は東北，北睦，北海道の臓に多くなり，上昇農家ではほぼ普及過程が終了し，北海道の 7

ha以上層では 1戸iζ2台の水準になっている。
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農業主主ilit組織，作業請負，機械所有

参加
水の穏従生業産別組農織家の機仕成事比へ 参加 作業 水稲作 うち 稲刈

100戸当り他人有・共有機械台数

農家 請負 業・委 耕起 代かき 田綴 防除 国PS農家率 組中織の 作中業の 管業理務的 作徳 助業
従業 構成比 農家率 託作業

育苗 税穀 以上ト剖績機パインコンパ乾燥機
Jし、 {，、 なし ラクター ダー イン

% 100 100 100 100 100 100 % 
ぷ口品、

北海道 40.6 ( 6.3) (37.7) 00.2) (42.7) ( 3.1) ( 100) 13.0 5. 1 5. 1 14.4 14.1 7.2 22. 7 12.5 36. 1 57.0 48.3 47.2 81. 7 

0.1-0.3 13.3 O. 2 0.3 0.5 1.2 7.5 0.9 2. 7 19.8 5. 1 16.0 15.8 6.5 8.9 12. 1 21. 8 5. 7 24.0 4.6 11. 2 

0.3-0.5 17.3 0.4 0.5 1.4 2.3 7.5 1.6 3.3 19.5 4.4 14.4 14.5 5.8 8.5 12.4 26.3 10.5 37. 7 6. 1 15.2 

0.5-1 22.8 1.6 2.3 3.0 7.4 15.8 4.9 4.0 25. 1 4.4 16.6 16.2 8.3 12.4 15.9 24.9 20. 7 54.5 10.1 26. 1 

1-2 34.2 3.5 7.6 10.7 17.8 23.4 12.5 6.6 31. 8 4. 7 17.2 17.3 8. 7 18.2 17.3 22.5 43.3 62.2 24.4 52.0 

2-3 45.3 12.8 15.0 18.2 20.5 20. 1 17.7 13.2 36.0 4.8 16.4 16. 1 7.4 25.7 14.8 21. 5 63. 1 56.2 49. 1 77.4 

3-5 51. 6 40.3 40.3 34. 7 32.4 19.9 35. 7 19. 1 35.6 5.6 13.5 13.2 7.3 30. 1 10.5 36.3 76. 7 47. 1 70.8 103.6 

5-7 53.8 26.9 23.6 20. 7 13.5 4.1 18.6 21. 3 32.8 5.6 11.1 10.6 6.8 29.5 8. 7 61. 5 85. 1 41. 5 77.9 140.0 

7-10 53.0 12目9 8.8 9. 1 4.5 1.3 7.0 20.7 31. 4 5.9 8.5 7. 7 5.9 28.6 7.6 91.1 92.6 39. 7 83.2 175. 1 

10- 50.5 1.4 1.5 1.7 0.5 0.5 1.1 21.5 27.9 4.4 5.7 5.5 5.5 24.6 9.0 125.5 104.0 33.8 83.1 215.6 

東北 20.0 100 100 100 100 100 100 7.0 39.3 18.4 24.8 24.3 19.9 16.8 25. 7 1.8 47.6 46. 1 17.9 21. 0 ( 1. 5) (21.2) ( 5. 7) (45.8) (25.8) ( 100) 

2-3 21. 7 23.9 16.4 14.5 6.9 4.臼 9. 1 21. 9 16.7 3.6 5.2 5. 1 2.6 10.1 4.3 5.6 89. 1 48.7 65.3 71. 0 

3-5 23.2 11. 1 6.7 5. 7 2.3 1.2 3.3 25. 7 14.8 3.2 3.0 3.0 1.6 10.3 2.3 13.1 93.2 40. 7 84.4 88.5 

5- 37.3 4. 7 1.3 0.3 O. 2 O. 1 0.5 15.7 9.4 1.7 1.5 1.7 1.2 6.0 2.2 65. 7 106.5 30.4 91. 4 87. 7 

:lt鐙 12.3 100 100 100 100 100 100 6.8 40.9 21. 7 18.2 17.5 12.3 16.1 19.3 O. 7 39.0 27.7 36.6 56. 7 ( 1. 4) 09‘4) ( 5.4) (47.4) (26.5) ( 100 

2-3 13.4 15.0 12.0 9.5 4.3 2.2 5.7 19. 1 27. 7 4.8 3.5 3.4 1.8 22.0 2.4 2.9 85.0 10.1 89. 7 97. 1 

3-5 13.7 4. 1 3.7 1.7 O. 7 0.4 1.3 23.5 3. 1 2.4 2.2 1.2 25.0 2.0 9.8 93. 1 7.5 95.9 106.4 

5- 16.8 1.6 0.5 O. 1 0.0 0.0 O. 1 32.3 31. 8 1.9 1.4 1.6 1.1 28.5 2.4 35.6 103.0 8.4 99. 7 158.2 

表23

むコ
巴0

『経営部内定せJI(1980年)(注)
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乙のように，すでに(表 3)でみたように，水稲収穫5ha以上!震においても減反直前には，中

型トラクター，手植え，パインダー，乾燥機 1台という段階であったものが，減反政策下の10年

を経過する乙とによって，大型トラクター，田植機，コンパイン，乾燥機2台という段階へと大

きく推転してきたと言える。乙の機械化の進展が稲作労働時聞を縮減し，濯用労働を減少させて

きたのであるが，それはまた，機械を媒介とした農家聞のつながりを新たにっくり出し，また再

編するという側面もある。そこで震後iζ，第二次減反政策下における作業受委託関係についてみ

ておく乙とにしよう。

まず. (表23)の作業請負農家率をみてみるならば，北海道は東北や北陸よりもかなり高い乙

とがわかる。乙れを階層的にみるならば，東北では 3ha前後の層において最も渇く，北陸では規

模が大きくなるほど高くなる傾向がみられるが，北海道では 3ha以上の各階層においてすべて2

割酪後でほぼ同じ水準にあると考えられる。一方，水稲作業の委託農家率をみるならば，逆に北

海道は北陸や東北iζ比べて低い水準にある。 2ha以上の上層農家について階層的にみると，北陸

では上層iとなるほど湾び増大していく傾向がみられるのに対し，東北ではー賀して低下し，北海

道では 3-5 haの中農相当扇とその前後簡に集中する績向がみられる。以上のような数字は，作

業受委託農家主終については，上層農家ほと請負農家率が高く，下層農家ほど委託農家率が高いと

いう「常識jと一致しない部分が多くみられる。

そ乙でさらに，水稲の作業委託農家率を作業別に検討してみるならば，北離における作業委託

農家率が上震において高いのは，防総作業についてだけであり，他の作業についてはいずれもか

なり低く，しかも規模が大きくなるほど低くなっている乙とがわかる。防除の作業委託は共同防

除的なものの存在の反映とみることができ，乙れを除くと，北睦における作業受委託関係、の階層

性はきわめて明確にあらわれているという乙とができる。東北においては，いずれの作業におい

ても下層で委託農家が高い乙とを推測でき，東北の特徴は，上層農家で作業請負農家率が高いが，

とくに 3ha前後層で潟くなっているということ，それが典型的な稲単作地帯としての北韓との差

異であることがわかる。これらに対して北海道は，作業請負農家率でも委託農家率でも 3-5 ha 

の中農的階層で高い乙とが特徴であり，それはとくに育芭と防除といった共同的作業の性格が相

対的iζ強い作業においてあらわれている。その他の作業ではやはり重農相当麗で高くはなってい

るが，中農的階層の比率とそれほど大きな差がみられるとは言えない。

北海道における水稲作業の受委託関係をもう少し詳しく検討するために. (表24)をあげよう。

乙の表は「農業調査J(農水省)によるものであり. (表23)の結果と必ずしも一致しないが，

乙乙でも 3割弱の委託農家主終である。作業制κは防除，刈取・脱穀，乾燥・調整において高くな
っている。階層的にみるならば.3-5haの中農下麗的階層を中心とした震と. 2 ha以下の貧農

下層的階層を中心とした麗とに2極分化していることが注白される。その中で，田植，訪除にお

いては貧農下層への集中は必ずしも明確ではなく，中農上腐をも含めた中農騎への集中が特徴的

である。これらを通して北海道の作業受委託は中農を中心とした層で行われているのが大きな特

徴であるが，とくに機械化・施設化の進んだ作業においては，最近において下層農家の委託が増

加しているという傾向を読みとる乙とができる。

乙の表で確認しておくべきもう一つの点は，作業別にみた主な委託先である。乙こでは農家ば

かりでなく，生産組織や農協なども委託先としてあげられている。まず指織できる乙とは，中農

的性格が強かった育苗と防除においては生産組織への委託がとくに多いという乙とである。次iと，

耕起，田植，メIJ叡・脱穀といった機械化が進んでいる作業については，農家と生産組織が棺半ば
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表24 水稲作業別・委託先別・作付規模別委託農家数(1981年産水稲作)

委 託 主 な 委 託 先 l戸当り
作業種類

農家数
農家率

面 穣農 要文 生産組織 農協など 請負業者

育 苗 2，500戸 940戸 1，530 30 9.9% 2.7ha
戸
/ . 

耕 起 4，550 2.070 2，400 80 18.1 2.4 

問 植 2，9ω 1，580 1， 230 180 11. 5 2.5 

防 除 7. 210 1. 110 6，100 28.6 3.4 

刈取脱穀 7，000 3，210 2，960 820 27.6 2. 1 

乾燥調整 8.430 2， 130 2.860 3， 160 280 33.5 2.2 

実農家数 14.990 27.2 

水稲作付規模別委託農家数
作業種類

-1 ha 1-2 2-3 3-5 5 -7. 5 7.5-

予寄 街 870戸 390 100 710 410 30 

耕 起 1， 430 960 490 1， 010 570 80 

自 植 529 1，436 1. 158 3，983 3，276 610 

防 徐 1， 160 800 1，320 2， 240 1， 420 290 

刈取税穀 1，860 1. 640 690 1，620 1，030 140 

乾燥調整 2， 360 1， 830 1， 310 1. 900 950 80 

実農家数 3，220 2，860 2.500 3.900 2.080 430 
(25.9%) (32. 6) (29.8) (23. 7) (27.5) 

(校) r農業調査JI(1982年)

している乙とが指摘できるが，耕起では生産組織が，国植と刈取・脱穀では農家の方が相対的に

多くなっている。最後に，乾燥・調整では農家や生産組織への委託もかなりあるが.r農協などJ
への委託が最も多い乙とが特徴的である。言うまでもなく，これらがライスセンターなどの農協

所有の大型施設を利用した作業である場合が多いためである O

4. 集国的補完

前宣言でみたような生産組織や農協については，作業の委託先としての性格がやや異なる。すなわ

ち，それらは農家自身がそれらの総織の構成員となるものであり，とりわけ生産組織については

農家との関連が密接な集団的補完組織であり，減反政策下における農家の対応のー形態として改

めて検討されなければならないであろう。

まず(表23)Iともどって，稲作農家の生産組織への参加の程度をみるならば，北海道における

参加農家主容は，北陸や東北に比べてかなり高く 4割を超えている 9)。北陸では上層農家でも参

加農家率がそれほど高くなる傾向はみられないが，東北では規模が大きくなるほど高い。しかし，

乙の東北よりも北海道の中農相当以上層の参加率は高く. 3 ha以上の各層において5~Jを超えて

いる。参加農家の構成比は，稲作農家会体の構成比に規定されて. 3 ~ 5 ha層がとくに高く，そ

の前後層とあわせて全体の 7割を超えるまでになっている。乙の乙とが，北海道における生産総

織の中農(下盾)的性格を規定しているものと言える。乙の点は，生産組織の各種の仕事iと各層

の農家がどのように参加しているかということからも知る乙とができる。

すなわち，北海道では水稲生産組織に参加しながら生産組織の仕事に従事していない農家はき

わめて少なく，東北や北陸では4分の 2余りもあるのに対して. 3;;仰としかすぎない。避に，作

業の中心となっている農家は，東北や北控が約2割であるのに対して，北海道は4割に近くなっ

41 
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ており，これに「組識の中心jと「管理的業務」を加えると， 54%にもなる。そして， ζれら生

産組織の中心的な仕事iとたずさわっているのは， 3 - 5 haの中農下層的農家を中心に中農層が主

体となっており， r組織の中心」となっているものの67%，同じく「作業の中心」の64~彰.r管康

的業務jの55労と圧倒的部分を占める。これに対して「補助作業Jは 1-5 haの層で71%，r従事
なし」は 3ha未満!習で'74労を占めている。以上のように，生産組織の中心的な仕事に中農的階層

の農家が多く参加しており， r様助作業Jの中心は中農下層と貧農上層，わずかに存在する「従
事なしjの農家は貧農が中心となっているという階層的特徴が明瞭である。

生産組織参加における以上のような階層的性格をふまえた上で，北海道における生産組織の特

徴についていま少しふれておこう。まず，第ニ次減反政策が開始される直前における生産組織の

状態を東北や北陸と比較して示せば(表25)のようである。乙の表で指摘できる乙とは，第 11<:， 

いずれの地域においても，乙の時点で存続している生産組織の在倒的な部分は第一次減反政策開

始以降に成立したものであるが， 72-76年をとってみると北海道の生産組織数の伸び率がとくに

高く 2倍半近くにもなっている乙とである。第 21<:，北海道の生産総織類型としては「共同利

用組織Jが庄倒的iζ多い乙と，第 31ζ，r集団栽培j型組織はわずかであるが，東北や北鶴で減
少傾向にあるのに対して，北海道では増加しつつある乙と，である。第41<:，作業種類別にみれ

ば，北海道の共同利用型生産組織で怯訪験が圧倒的に多しこれに対して東北では耕起・代かき

が最も多く，北睦では耕起・代かき，刈取・脱穀・悶植の11頃でいずれも綴織の半数を超えているこ

とが注目されるo 北海道で妨除作業を中心とした生産組織が多いことは，第2次減反政策下に

おいても，水稲作業の委託で最も多いのが防除作業であることとあわせて考えられるべきである

が， (表24)の生産総織への委託する農家の，総委託実農家割合では，肪除は41%でそれほど高

くなし次いでメIJ取・脱穀20~ぢ，乾燥・調整19%，耕起16%と続いている乙とにも自を向けてお

く必要があろう。

次iζ，第二次減皮政策下における北海道の生産組織の特徴を水田集落と田畑集落iζ底分して示

ならば(表26)のようである。ここでも，東北や北陸iと比べて北海道の生産組織参加農家率の高

さ，とりわけ「水稲共同利用紐織J型への集中を読みとる乙とができるが，東北や北障では生産

組織への参加農家主終について水密集落と田畑集落で大きな差はなしとくに東北では水田集落よ

りも由焔集落で参加農家率が高くなっているが，北海道の，とりわけ「水利共同利用組織」型

は，水密集落では過半数を超えているのに対して団組集落では3割に満たないという格差がある。

表25 稲作の生産組織

1976年7月現在

綴織数 うち 設立年次}jIJ構成比 作業種類別総織数割合(笑組織数=100)
類型 地域 A裂

又は
耕代か起き メ奴IJ取穫 鋭調穀整1972.8 1976. 7 B翠 -64 65-69 7砂町727シ、-76育箇 EI:l植 紡除

北海道 1，028 2.375 94.16 2.1% 15. 7 24.5 57.7 10.9 29.2 10.7 85.6 13.2 10.1 
東北 1， 571 2. 766 72.0 6. 7 31. 1 22.6 39. 7 28.3 62.2 45. 7 47.3 40.9 29.5 

北陸 687 1. 075 56.8 4.7 15. 2 20.0 60.2 31. 7 78.1 57.7 24.3 60.0 49目3

集車培
北海道 30 163 100% 36.2 12.3 51. 5 68. 7 71.2 73.6 69.3 49. 1 49. 1 

東北 1. 966 1. 604 87.5 5.9 26.5 31. 8 35.8 36.0 58.9 54.3 48.8 45.7 40.3 

jと陵 790 266 91.4 12.4 30.8 21. 4 35.3 51.1 71.4 64. 7 46.2 56.0 45. 1 

(注) 1. r農業生産組織調査J0972， 76年)， 76年の受託綴織数は北海道65，東北700，北陸618
2. A裂は共同利用綴織のうち任意組合型， B君主は集団栽培綴織のうち共同利用型
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表26 農業生産組織参加農家塁手

各類裂総農家数iζ対する割合第

集 落 類 型 実農家率 I 裂 n 君主 蛮 ~ 

北海道
水回集落 57. 5 53. 5 1. 1 0.3 

田畑集落 35.6 26.8 0.8 0.2 

東 北
水田集落 20. 1 15.6 1.6 1.7 

国矧集詰喜 25.5 10.8 1.0 1.9 

北 陸
水田集落 15. 7 13.5 1.1 2.0 

回熔集落 14.0 7.0 1.9 1.0 

(注) 1. 1980年農業センサス『農業集落別報告書』

2. 1型は水稲共同利用組織， n型は集匝栽培組織， JII型は受託綴織

還を27 農機具所有形態別台数構成比

ト フ ク ター コンノ~イン

PS 
乾燥機 間瀬機

-20 20-30 30-50 50-70 
70- 日脱型 普通型

国 総合数 5， 76ぷ口3 泊、 18， 192 8，674 8.431 2，590 25.894 43，805 28， 197 

作 Fぢ
個 人 96.8 91.1 59. 7 26.3 24.6 78.1 94.0 82.0 

1977年
共 同 2.9 5.9 16.0 10.4 13.0 8‘9 1.9 9.3 

(53，453戸) 利用組合 0.3 2.9 24.3 63.3 62.4 13. 1 4.1 9.8 

悶 総合数 3， 789 19.339 13，495 11，692 5.257 30.851 2.303 42.453 30.272 

個 人 97.3 91. 6 80.2 42.9 39.3 79. 7 41. 9 97.2 91. 9 

1982年 共 同 2.3 4.6 7.3 9.9 10.6 6.8 12.5 2.4 7.6 

(49，539戸) 利用組合 0.4 3.8 12.4 47.2 50. 2 13.5 45.5 0.5 0.5 

作畑田
総台数 815 2. 130 1，649 1. 345 276 1，301 2，930 2，029 

個 人 94.2 90.2 64.4 45.9 37.3 79.5 93.2 

1977年 共 同 5.4 7.2 15.3 16.9 15.6 9. 7 3. 7 15. 1 

(9，075戸) 利用組合 0.4 2.6 20.3 37.2 47. 1 10.8 3. 1 3.4 

間 総台数 652 2.666 4，381 4.806 3，023 2.913 482 3， 787 3.2591 

俗 人 90. 2 87.8 44.0 31. 3 18. 7 78. 1 19‘9 84.8 

到1980年 共 同 5.4 6.0 23.0 24.3 24.6 8.3 5.8 3. 1 

(7，890戸) 利用組合 4明4 9.9 33. 1 44.4 56. 7 13.6 74.3 12. 2 

(注) r~基本語審査 J， B3作は凶率70%以上，凶熔作は30-70%

乙のように， 1980年という時点で静態的にとらえるのなら，生産組織は複合的地帯よりも稲単作

的地帯において発達していると言うことができる。

しかし，乙れを第二次減反政策下における動態的な過躍としてみるならば，異った鶴躍を指摘

することができる。北海道の場合は機械の利用総織としての生産組織が多いので， (表27)の農

機呉の所有形態をみる乙とによって， ζのことを確認しよう。まずトラクターをみることによっ

て，小規模のものほど偶人が多くなり，大規模になるほど共向ないし利用組合の所有になること

が，当然のことながら明瞭である。第二次減皮直前の1977年の田作農家においては， 30馬力以上

の大型トラクターで共同所有と利用組合所有が多くなり， 50馬力以上になると利用組合所有が全

43 
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体の6割を超えていた。しかし， 82年になると，共同所有や利用組合所有の割合は大型機械にお

いても減少し，逆に個人所有のものが増加している。これは単iと大型機械の普及というだけでな

く，田作地帯における生産組織の「分散」傾向をも反映していると考えられる。しかし，田畑作

においては，乙れと反対の動きを示しており，同じ期間において共同所有や利用組合所有の割合

がかなり増加し，傍人所有のそれがとくに大型トラクターにおいて低下している。

自脱型コンパインについては，出作における個人所有化の動きは明確でないが，田畑作では利

用組合所有の比率の増加傾向をみる乙とができる。普通型コンパインでは田作に比べて田畑作の

方で利用組合所有の割合が格段に高く， 4分の 3近くになっていることが在日されよう。乾燥機

と田植機は茂樹的に個人所有が多いのであるが，その中でも利用組合所有の割合については，田

作における減少と田熔作における増加との対照をみる乙とができる。以上によって，機械利用組

織に焦点をあわせた場合，第二次減反政策下における生産組織の展開は，稲作モノカルチュア一

地帯よりも複合経営地帯においてみる乙とができると雷う乙とができょう。もちろん，生産組織

の数や所有機械の台数からみれば剖作地帯の方がなお数が多いのであるが，田畑作地帯における

この動向は，自作地帯においても稲の転作が進むにつれて生産組織化の必要性が高まっていくだ

ろう乙とを示しているむである。

稲作農家の集団的補完のあり方として，最後iζ，実行組合と農業集落についてふれておきたい。

北海道の農村は「農事組合(実行組合)型村落10りとも言われ，実行組合が経済的機能を果たす

度合が都府県iζ比べて高いと言われている。 ζの実行組合を基礎iと集落が成立する乙とにより，

北海道における村落のもつ集団的補完組織としての地位はかなり高いものとされてきたが，いわ

ゆる高度経済成長期から構造的不況期に移行してから久しい最近において，なおその性格に変化

はないと言えるだろうか。(表28)によってそれをみておこう。北海道の実行組合の寄り合いの

回数は，東北や北i漆の倍以上もあり，丹に l回以上も開催されている乙とになる。その議題につ

いても，ほとんどの実行組合で行われている農協等に対する業務協力転作自標配分・調整の他，

大半のと乙ろでは農道・水路の維持管理，計画転作計商実施，共同出碍割当調整を議題とし，補

助事業の計画実施や施設・機械の利用運営をしているところも相当数ある。これらはいずれも東

北や北韓より高い比率であり，なお「実行組合型村落Jとしての実が失なわれていないというこ

とがうかがえる。もちろん，実行組合で議題としたことが，実際にどの程度機能的に果たされて

表28 農業集務・実行組合の寄り合いの議議郎農業集落

間/年 9ぢ

北海道|農業集落 1. 970 5‘5 3.8 26. 7 4.5 2.4 2. 7 0.8 O. 1 2.1 

実行組合 (98.85ぢ) 13.3 35.0 61. 3 94.0 68‘2 28.9 61. 7 3.6 95.2 

東北|農業集務 6.689 7. 7 19.4 33. 1 31.1 20. 1 3.8 4.3 0.8 12.4 

実行組合 (92.0) 6.2 22.5 42.5 72.3 46.5 15.2 55.2 4.0 83.0 

北鐙|農業集落 6.172 7.5 25.3 47.5 26. 7 14.7 3.5 4.3 0.6 9. 7 

実行組合 (97.5) 6.3 20.9 49.9 80.9 45.3 14. 1 47.5 5.4 86.0 

(注) 1980年農業センサス『農業集落類型~IJ報告書u
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いるかは，より具体的に実態調査などによって検討されねばならないだろう。

i主

1)北海道における減反政策(稲作転換)の実績とその特徴については，具体的な事例分析も含めて，多く

の指摘がある。代表的なものとしては，七戸長生「湯治にみる転作の笑室長と問題一北海道一JC近藤康

男編『日本農業年報第xxw集一日本農政の転換一J]，御茶の水書房， 1979)，塩沢照俊「水間土地利用
転換の実栂一大幅『減反』下の北海道一JC矢島武編『日本稲作の基本問題J]，北大図書刊行会， 1981) 

などがあげられる。第1次減反鶏におる稲作転換の特徴や，水田利用再編第l期対策下の転作の評価な

どについては， ζれらの論稿を参照されたい。本稿では，そζでの指橋をふまえて， 1980年代，とりわ

け第2期対策下の稲作転換の特徴を，階層的室長異に焦点、をあわせて分析するζとを目的としている。 ζ

の点， 80王手「農業センサスJの分析としては，前出の柳村・宮EBr北海道稲作地帯の構造変化iζ関する
統計的機銃Jがある。
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2)とのような動向のもつ意味について，早い時綴iζ検討したものとして，湯沢誠・山剖定市「北海道地方j

(大谷省三編『日本の農業』農林統計協会， 1967)などを参照。

3)周知のように，乙の点については梶井功，伊藤喜雄，今村奈良院の3氏を中心iζ強調されてきたとζろ

であるが，その事実の統計約務理と評価については，前掲の拙稿 f最近における上層農の性格と展隠条

件jを参照されたい。

4) 減反政策下における北海道の農地移動の動向については，大沼盛男 r~tj海道における農地流動と農地震

貸借の実態JC円七海道経済調安』第 1号， 1981)0 
5)いうまでもなく，梶井功氏をはじめとする生産力格愛論者の強調点である。その評価については，前掲

の拙稿「戦後自作農体制の『崩壊』をめぐって(三)Jcr歴史評論J第342号， 1978)を参照されたい0
6)ζζでとりあげたものとほぼ伺じ時期における稲作生産力(生産費)の階顧問格去をについて，とくにそ

の f関差縮小Jの内実を検討したものとして，矢崎俊治「北海道稲作生産力格差の展開構造以前掲，湯

沢綴目じ海道農業論J])があるので参照のζと。

7)稲作地帯における兼業化の動向については，労働市場の展開と水回複合化の進展というこつの視点から

ていねいな実証をおζなった，守友裕一「労働市場の展開と地域農業一建設労働と地域経済 (II)一J

(町七海道経済調査』第1号， 1981)が参考になる。

8)塩沢烈俊氏は， 1970年代を北海道における「動力機械化の第二段階jとし，その特徴を俗別所有・個別

利用を共同所有・共同利用で補完する「小農約機械化と大型機械化の併存」であるとしていた。稲作に

ついては， 50年代の土地生産性追求型， 60年代の労働生産性と土地生産性との併進裂というかたちで発

展してきた生産カが，減反政策下における f手抜きjと「良質米への転換jで「ー領IAJしてしまった

ζとを強調していた。同氏 f北海道農業の生産力構造JC円七海道農林研究j第50号， 1976)参照。

9) 北海道稲作協帯の生産組織の特徴と実態については，村山哲郎 r~ヒ海道における農業機械共同利用組織

の現状と方向一橋作地帯を対象lζーJcr北海道農林研究』第50号， 1976)，向 f稲作地域の農業生産総
織と地域農業Jcr北海道農林研究』第56号， 1979)，柳村俊介「大規模水田単作地帯における生産組織
化と転作対応JC北大農業経済学科『農経論議』第37築， 1981)，黒沢不ニ男・荒木和秋『水悶利用再編

編iζ伴う生産総織の確立に関する研究J]，北海道立中央農業試験場， 1982，などの研究がある。

10) r農事組合」翠村落については，国焔保「北海道農村社会の特質と『農事組合j型村落JC!r農業総合研
究』第36巻2号，)をはじめとする田畑氏の一連の研究がある。

おわりに

これまで，作成した統計図表をして語らしめるかたちで減皮政策下における農家諸階層の動向

を検討してきたが，その結果をふまえるならば，北海道稲作農民の分解とその現段時的性格につ

いては次のように言う乙とができるだろう。

まず第 1Iζ，北海道の稲作においては，現段階においてもなお，稲作規模3-7 halC代表され

る中農寝か階層構成における中心をなしているという乙とである。確かに，稲作規模でみた階層
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変動は， 1970年代の前半における(分解基軸前後の)中間層没落型，半ば以降における下層減少

・上層増大型，末期からの第二次減反政策下における中農標準化型とそれぞれ分解の形態を変化

させてきたbそれらが第一次減反政策の開始による稲作農家経済の急激な変化，それからの一定

の間後，そして第二次減反政策の実施という，それぞれの時期の農業の舟的・外的条件κ規定さ

れたものである乙とはすでに指摘してきたところである。

しかし， 1970年代金体をみるとき，北海道稲作の中心はやはり中農層にあると言う乙とができ

る。稲作3ha以上の上層農家は， 60年代における稲作の強い拡大運動の中で，いわゆる分解基軸

以上層として形成されてきた。その中には層としての富農の形成もみられた。しかし，減反政策

下の70年代iとは，中農の没落による富農層の11境調な発展がみられたというよりもむしろ，大型機

械化段階への稲作生産力の発援が雇用労働力の排除を可能としながら，同時に大型機械化稲作の

限界か減反政策下で露皐する乙とによって，雇用関係からみるならば富農の中農への転化の傾向

がみられる乙ととなった。乙れに対して3-7 haの中農層は，冷害年を除けば， 70年代全体を返

しでほぼ中農としての性格を維持している。 70年代前半には，貧農上層とともに中農下麗の急減

か目立ち，減反政策下に入って中農の本格的分解が進み始めたかにみえたが，階層間移動を分析

してみるならば，実際の分解の中心は 1-2 haの茸農下層にあり，そうした傾向は70年代後半に

入っても確認する乙とができた。

第211:， しかしながら，第 2次減反政策下の現局面において，中農震の存立主基盤がきわめて厳

しいものとなってきている乙と，をあげることができる。確かに，JI(揺規模でみれば，中農(下

層への)標準化的動向がみられる O しかし，それはこの時期における水田利用再編対策に加えて，

米をはじめとする農産物価格と農業生産資材・生活資材価格との典型的シェーレ現象，構造的不

況の深化，打ち続く冷害といった悪条件が重なった結果，一方における貧農麗の賃労働兼業化と

農業専従化との分化，他方における富農震の生産力の構造的脆弱性の露呈といった動向の中であ

らわれてきたものである。このような情況の下では，稲作農家経済の状態は，むしろ，分解基軸

前後の貧農上層や中農下層において最低となるのであって，それは，とえば可処分所得や世帯員

1人当り家計費の動向において確認する乙とができるのである。したがって，最近においてみら

れた中農標準化の動きも，むしろ農民分解が中農層において本格的に進緩していく前段階である

と位置づけることも可能なのである。乙乙iと，北海道稲作農民の分解の現段階における焦点があ

る。

第311:，そ乙で改めて関わればならないのが，貧農!議を中心とする離農をテコとして，窟農的

な上!醤農が形成されていく可能性であるが，稲作経営の場合，乙うした方向はあまり将来性があ

るとは言えない。確かに，規模拡大の方法を土地の購入から借入に変化させながら，上層農家が

生産手段としての水田を集中させていく動きを現段階における一つの特徴として指摘できる。し

かし，第二次減反政策下における土地生産性や資本生産性の水準iとみられるように，上層農家の

生産力は，きわめて低位不安定である。稲作労働において機械労働よりも管理労働の比重が高ま

るほどこうした傾向は強まるであろうし，米の減反政策が大巾に緩和されて稲作規模が飛躍的に

拡大されるのでなければ，大規模機械化穏作を定着させる条件もできないであろう。他方，貧農

層の側からみれば，兼業を深化させながらも，その労働条件の劣悪性と農業の規模からして，賃

労働者として必ずしも自立化できず，閏を貸し出すにしても，その地代収入は従来の揺作収入の

半分ぐらいでしかない。乙うした情況の下での農地震貸借の拡大は，転作の強制と転作奨励金を

前提とし，強力な政策的推進をテコとしてはじめて可能となったものであり，今後もそうなるで
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あろうと言うことができる。

しかし，巌近の上層農家においてはまた芳IJの動きも指摘できる。その中には，農業所得の減少

にともなって転作奨励金の比重が増大するとともに，乙の地代的収入に依存し，生産力的iとは明

らかiζ低下する乙とになる粗放的な特定作目の作付を拡大する動きである。しかし，こうした方

向は麦の連作障害などにみられるように矛麿をきたし，上述のような経済的条件の悪化をのりき

ることはできなし、。そこで， 7 -lOha腐を中心iζ，より積極的に収益性が潟く集約的な作目を導

しようとする動きが始まり，本格的な土地改良，輪作体系や田畑輪換をめざす農家が，小数なが

らあらわれてきているのである。これらの農家は，現在のところ独立自営農的性格が相対的に強

いが，地域的・集問的生産力の展鵠iζ支えられていることも明らかである。

第41C，北海道における稲作生康力の中心的担当層としての中農層の現段階における対応に

ついてである。この層乙そが北海道の稲作農民の性格を最も典型的iとあらわしているのであり，

中でも貧農上層とともに分解基軸前後層としての中農下層の動向は北海道稲作の性格を強く規定

するものと言える。すなわち，これらの属を農業的lζ自立させることができるか，それとも急激

な分解にさらして圧倒的多数の稲作農民を回難な兼業化・賃労働者化の道におい乙み，そのいわ

ば廃竣の上に少数の，生産力的歪みをもった企業的上層農を形成させるか，その大きな二つの道

のいずれをとるかの見定める上で，また諸々の政策的対応を位置づけ，評価する上で焦点に立っ

ているのがこれらの層なのである。これらの層の対応の現段暗的特徴を端的iと示すものが，一つ

は転作対応であり，もう一つは集匝的補完のあり方である。

水田利用再編下における転作対応については，上層で麦類，下!習で館料作物といった省力的な

作物が圧倒的に多いのに対して，中間層ではその他のより集約的な作目が多いことが明らかであ

った。中間層のうち，より護農的な騒では野菜類やまめ類，中農的な層では，乙れらに加えて工

芸作物(ビート)の相対的多さが特徴的であった。乙れらの作自の導入が，それまでの稲作モノ

カルチャー又はその延長続上に可能となる粗放的作自の栽培とは全く異なる技術と農法体系を必

要とする乙とは苦うまでもない。その前提として，土地基盤整備と土地改良が改めて問題となる

ことももちろんである。また，新しい技術を導入・習得し，労働ピークをのりきり，機械・施設

の償却費を闘減するための生産組織も新たに形成されなければならないだろう。さらに，これら

商業的作物，とりわけ野菜類などは，それまでの米や麦などとは異質の独自の販売組織・販売対

応をぬきに展開することはできないことも明らかである。

以上のような点は，これまで検討してきた乙とからも部分的にはうかがい知る乙とができるの

であるが，基本的には地域実態調査によって解明さるべきことである。しかし，乙乙で，乙れら

の新しし、課題への農民の取り組みは，政策的に強制されたという性格が強く，農民の大きな苦痛

と罰難を伴うものではあるが，その過程で農民の新しい能力の展開がみられる乙とも指摘してお

かねばならないだろう。それは，農家労働力と農地との一面的結合がもたらした農民の能力の一

語的発達を，新しい農法の展開がもたらす労働力と土地との総合的結合に照応した農家世帯員そ

れぞれの諸能力の発達の方向に転換する過程を意味する。農民教育論の立場からするならば，土

地をはじめとする生産手段，およびそれらと労働力の結合のあり方にかわる科学的認識の形成，

新たな労働能力や経営能力発達が問題とされねばならないであろうが，その際，転作対応のもつ

集団的性格iとも桟目しておくべきであろう。

そζで最後に，北海道の稲作農民の集団的補完関係の特徴についてふれるならば，乙乙でもそ

の中農的性格の強さを指摘する乙とができる。まず生産主総織に注目するならば，北海道の稲作地
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帯の生産組織は任意組合型の共再利用組織が，防除作業を中心iと形成されていたという特徴をも

っていたが，水田利用再編下K入って，これらの水田集落における生産組織は f分散化jの傾向

にあると言ろ乙占ができる。組織化が進展しているのは，むしろ田畑作地域においてである。乙

の乙とは，水田利用再編下における生産組織は，一方で!日米型の生産組織が解散していく傾向を

もちながら，他方で，転作を契機iと新たに転作物を中心とした生産組織が形成されている乙とを

も示唆している。それは，転作物のための機械や施設を個別に導入するならば，ほとんどの場合，

大きな過剰投資にならざるをえないということ一つを考えても首脅される乙とであるが，集団的

転作という条件の下で，集約的寵業作自の導入が，新たな労働組織と販売総織を必要としている

乙とにも留意しておくべきであろう。

北海道における集団的補完のあり方を特徴づけるものとして，さらに農事実行組合の存在に在

日する必要がある。北海道の農事案作組合は，生産基盤の整備・管理，転作の配分・謂整・実施，

共同出荷や農協の業務協力など，水回利用再編下iと入ってより重要な意味をもつようになってき

た機能を来たしている。それは，行政集落とともに行政や農協の下請機関としての性格を一面で

はもちながら，他面，農民の利害にかかわる潤題を討議し，調整し，さらには執行していく墓本的単位

であり，地域における民主主義の基礎ともなりうる。この二つの側崩のいずれが強くあらわれる

か，実行組合の一つ一つの対応が農民分解の動向を大きく規定することは言うまでもなかろう。

生産組織と実行組合という，現段階における北海道農民の代表的補完組織は，なお中農的性格

がきわめて強いと言うことができる。それは，実行紺合iとおいてはその暗層構成そのものに示さ

れていると言えるが，生産組織においては組織への参加農家，とくに組織の中心となり，管理的

業務や作業の中心となっている農家の大半が中農層であるとにあらわれている。したがって，一

方で乙れら集匝的補完結織のあり方が農民分解の動向を規定する側面をもっとともに，逆iと，農

民分解，とりわけ中農盾の動向が集団的補完組織の性格を規定すると蓄える。北海道の稲作にお

ける作業受委託関係は，全体として中農的性格が強いのであるが，とくに機械作業などにおいて

は貧農膚で委託が増加する傾向をみる乙とができる。また，土地移動，とくに借地関係における

階層葦も明確になりつつある。乙うした動向の延長線上に北海遂の特徴である共同利用組織が性

格変化ないし「分散jし，すでに北臨や東海地方などで典型的iと発達している受託型組織が展開

する乙とになるのか，その点が今後において検討するべき重要な課題となるだろう。

もちろん，長期的iζ，とりわけ稲作だけを把えてみれば，農民分解は鉄の法制として作用して

いる。しかし，すでにふれたように，現段階においては最上層農家の上向展開カはむしろ弱化し

ており，富農の中農化の傾向すらうかがう乙とができる。粗放的な耕地面積規模拡大の方向は臨

界にぶつかっており，新たに野菜などの集約的作自を導入していく方向がみられる。そこで，集

約的作自の展開を通じた農民分解の動向が，とりわけ労働ピーク時を中心とした雇用労働力の増

大などによってどのように展開するかが問題となるが，その検討は別の課題とならなければなら

なし、。

集団的補完組織の性絡を見定めるうえで最も焦点になっているのは，乙れら最上層農家という

よりも，むしろ中間層，中農下層と貧農上層の動向である。現段階において集間的補完総織を最

も必要としているのはこれらの層であり，農民層の両極分解を強力的におし;進めるのか，それと

も集団的補完関係を充実させながら農民的農業を形成していくのか，その階層的表現はこれら分

解碁軸前後腐の動向iζ緩も端的にあらわれるのである。それらの層の分解を促進させる乙とは，

現段階の北海道の場合，単iζ地域農業の階級的・階麗的性格が変化するというのにとどまらない。
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大震の挙家離農を生み出してきた北海道では，これ以上の離農は地域農業の担い手そのものの喪

失，さらには地域社会そのものの崩壊につながるところが少なくないのである。分解基軸前後膳

の問題は，したがって，当該農家の個別的課題としてのみではなく，地域全体の諜題として位置

づけられなくてはならないと言うことができる。

以上で述べてきたことをふまえるならば，北海道の稲作地帯における今後の緩盟としては，集

間的補完iと支えられた中農!醤の協同的展開を流れの中心とし，これに本格的転作iと取り組む旧富

農層の独立蕗営農民的な流れが加わり，前者の流れの中iζ貧農層が新しい集約的農業をともなっ

てどのように，どの躍度参加するかに大きな焦点があると一応の結論を与える ζとができる。し

かし，はじめに述べたように本稿の分析にはいくつかの前提があり，そこにまた限界もある。こ

こでとりまとめたことは，さらに地域実態調査によって確認され，深められる必要があるし，農

民教育論としては，新たな理論的・実証的展開が不可欠である。それらについては，他の機会iζ

譲ることとする。
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